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第１章  序論 

 

第 1 節 研究の意義 

腰痛とは，炎症等により，腰に痛みなどを感じる状態を指す。整形外科では，変形

性腰椎症，腰椎圧迫骨折，腰椎椎間板ヘルニア，腰椎分離すべり症，脊柱管狭窄症な

どと診断される。しかし， Deyo et al.（1992）は，腰痛の原因の 85％が X 線画像の

結果等では異常がみられない「非特異的腰痛」であると報告している。非特異的腰痛

は，腰痛症や坐骨神経痛と診断されていることがあり（紺野, 2012），適切な治療を受

けることができない腰痛患者が多数いる。したがって，非特異的腰痛に対する効果的

な治療法が必要となる。 

腰痛を含めた疼痛に対する治療には，物理療法，徒手療法，運動療法等が用いられ

ている。物理療法は，身体に物理エネルギー（温熱，寒冷，牽引，電気刺激，光線等）

を加えることで，血液循環の改善，筋の緊張や痛みを除去，軽減させる療法である。

徒手療法は，器械や道具などを一切使わずに素手だけで行う療法である。運動療法は，

身体の全体または一部を動かすことで症状の軽減や機能の回復を目指す療法である。

日本整形外科学会理学診療委員会（2001）による「腰痛に対する保存療法の適応・処

方方針」によれば，牽引療法は，神経症状のある腰痛に対して第１位に挙げられてお

り，神経症状のない場合でも，温熱療法に次ぎ，第２位に挙げられている。さらに牽

引療法は，運動療法よりも適応・処方方針として優先されている。諸外国での腰痛に

対する牽引療法の調査では，急性期に 3%，慢性期に 4%，坐骨神経痛を伴った急性期

に 12%使用されている（Cherkin et al., 1995）。またアメリカでは坐骨神経痛を伴っ

た急性期に 19%，慢性期に 10%（Battie et al., 1994），イギリスとアイルランドでは

7.1%使用されている（Foster et al., 1999）。牽引療法は，日本をはじめ諸外国でも使

用されている治療法である。 
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牽引療法の効果は，坐骨神経痛を伴う急性腰痛への痛みの軽減（Larsson et al., 1980）

や，骨盤牽引による腰椎椎間板ヘルニアの自覚的症状の改善の有効性を報告している

（森山ら, 1992）。カナダ・ケベック州の組織委員会で作成された Quebec ガイドライ

ンでは，牽引療法の期待される効果として脊椎可動域の増加が示されている。 

また腰下肢部柔軟性の指標である下肢伸展挙上（straight-leg raising, SLR）角度は

腰痛保持者で制限されていることが報告されている（吉田・見松, 2005 ; 小田ら, 2002）。

SLR 角度は，仰臥位における水平面と大腿骨軸のなす角度であり，下肢を伸展した状

態で他動的にどれだけ挙上できるかをみる指標である。SLR 角度と指床間距離制限が

生じると，腰痛発症率が高まることも知られている（阿部ら, 2002）。つまり，腰下肢

部柔軟性の低下による代償作用として腰椎骨盤及びその周囲筋への負荷の増加が，腰

痛発症の要因であると考えられる。佐藤（2006）は，腰痛症状の改善と SLR 角度の

向上が関連していること報告し，腰痛症状のレベルを評価する指標として SLR 角度を

用いることの有効性を示した。さらに，股関節可動域を向上させることで，代償的に

生じる腰椎骨盤及びその周囲筋への負荷が減少し，腰痛症状が改善することが報告さ

れている（Lee ＆ Kim, 2015）。つまり，SLR 角度を向上させることで，腰痛症状が

改善すると考えられる。 

腰痛に対する整形外科やリハビリ，接骨院で用いられる牽引装置を使った牽引療法

は，様々な牽引強度で行われている。頚椎牽引の牽引力については，最低 10 kgf を必

要とするという報告（伊藤・木下, 1985）や，体重の 10 分の１から開始するものがよ

いとする報告もある（細川ら, 1984）。一般的には頚椎牽引では 7～20 kgf，腰椎牽引

では体重の 1/2～1/3 程度の牽引力の範囲で，20～30 分程度おこない，患者の反応に

応じて，徐々に増加させるという方法が多くとられている。しかし，これらの牽引力

の設定では，個々の患者に最も効果のある治療とならない可能性がある。現在の牽引

療法では，牽引強度，牽引方法，牽引肢位，牽引角度等の設定について最良の基準は

なく，適応か否かの判断も不十分である。さらに，牽引強度が強く，高齢者や刺激に
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敏感な患者にとっては，負担が大きく，かえって痛みを生じたり，気分が悪くなった

りする危険性が指摘されている（白土, 2013）。 

従来の牽引法は，10 kgf 牽引前後の比較的高い強度の牽引が用いられているが，そ

れとは別に，小さい力で牽引するマイクロ牽引法という方法がある。マイクロ牽引法

（商標第 5580897 号）とは，「患者が牽引されているということを自覚しない程度の

微小な牽引力を用いて，神経学検査，整形学検査，画像診断などでは解明できない関

節の痛み，運動異常などの関節症状を治療する方法」である。Mennell(1964）が著し

た『Joint Pain』の中で述べられている股関節における関節の遊び運動検査法（joint 

play examination of hip joint）の一つ長軸伸張検査法を，中川貴雄が股関節機能障害

の治療法として応用，改変したものである（写真 1）。長軸伸張検査法とは，足部を把

持し，股関節を長軸方向に牽引し股関節可動性を検査する方法である。マイクロ牽引

法は，長年，腰痛や股関節障害の治療法として臨床で用いられ，腰痛や股関節障害の

症状を改善させる効果を上げてきた。臨床現場では，股関節や腰背部に疼痛や異常を

抱え，柔軟性の低下や腰痛を訴える患者が，股関節マイクロ牽引の施術後，「股関節の

柔軟性が向上した」「腰痛が軽減した」「股関節の痛みがなくなった」「足に力が入りや

すくなった」などの主観的な改善を訴えることが多い。しかし，この方法は徒手的に

行う徒手牽引のため，定量的に評価することが難しく，その効果の客観的評価が求め

られている。マイクロ牽引法による効果が明らかになれば，高齢者や，従来の強い力

を用いた牽引療法，ストレッチングのように関節を動かすことに敏感な患者に適応す

ることができる。牽引強度が 1 kgf と低く，安全性が高いため，より多くの患者に適

応できる可能性を持っている。また，現在の医療現場で定着している「牽引療法には，

強い牽引力が必要である」という概念をくつがえす可能性がある。 

股関節マイクロ牽引法を用いた先行研究では，股関節牽引を異なる牽引力（0，1，5，

10 kgf）で施行し， SLR 角度を評価している（中川ら, 2011）。その結果，マイクロ

牽引に相当する 1 ㎏条件において，可動域の有意な増加が認められた。また中川ら
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（2012）は，股関節牽引を異なる牽引力（0, 1, 10 kgf）で施行し，1 kgf の牽引力が

SLR 角度と体幹前屈動作を改善させることを明らかにしている。さらに，安静立位に

よる胸椎の後弯角度が有意に減少し，前屈位での腰椎屈曲可動域が有意に増加するこ

とを示した。（中川ら, 2013）。股関節周囲の軟部組織は図 1 に示すように，骨盤と大

腿骨に付着する。したがって，SLR 角度の制限因子は，ハムストリングス，殿筋等の

股関節周囲筋や靭帯，脊柱起立筋等の背部筋の緊張である。股関節マイクロ牽引では，

これらの制限因子が改善され，体幹の前屈動作に伴う椎間関節の可動域も向上すると

考えられる。つまり股関節マイクロ牽引の施行は，股関節周囲筋を弛緩させ，腰下肢

部柔軟性を向上させていることが考えられる。 

股関節マイクロ牽引は，股関節周囲筋や靭帯，関節包を弛緩させると考えられ，そ

の作用機序の 1 つとして股関節の整合性の向上が考えられる。股関節の整合性とは，

股関節を構成する骨盤寛骨臼と大腿骨頭の位置関係である。この位置関係が本来ある

べき位置に戻ることで，股関節の整合性が向上すると考えられる。もう 1 つとして，

股関節の関節受容器入力による脊髄運動ニューロンの興奮性の抑制が考えられる。脊

髄運動ニューロンの興奮性は，抑制されると筋は弛緩し，興奮性が増すと筋は緊張す

る。つまり，股関節マイクロ牽引による関節受容器入力で股関節周囲筋が弛緩してい

るのであれば，脊髄運動ニューロンの興奮性が抑制されると考えられる。したがって，

大腿部の筋硬度に及ぼす影響と脊髄運動ニューロンの興奮性に及ぼす影響を検討する

必要がある。 

また股関節マイクロ牽引による腰下肢部柔軟性の向上は，腰痛の原因の 1 つである

股関節可動域制限を改善させるため，腰椎骨盤及びその周囲筋への代償的なストレス

を減少させ，腰痛症状が改善すると考えられる。さらに，股関節の整合性が向上し，

股関節可動域制限が除去されることで，股関節周囲の軟部組織のスティッフネスが改

善し，骨盤アライメントを中間位に適正化させると示唆される。骨盤アライメントと

は，前傾・後傾，内旋・外旋，挙上・下制方向の位置に骨盤が置かれることである。
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山田ら（2004）は，矢状面における骨盤傾斜角度の変化と股関節外転力について検討

し，前傾位と後傾位と比較し，中間位で筋力が最も高くなることを報告している。そ

のため，股関節マイクロ牽引による腰下肢部柔軟性の向上は，股関節筋力に影響する

ことが考えられる。    

股関節マイクロ牽引の腰下肢部柔軟性の向上がなぜ起こるのか，それに伴う腰痛症

状や身体機能に及ぼす効果が解明されれば，体力医学分野，リハビリテーション分野

に，新しい視点を与えることになる。特に股関節マイクロ牽引の利点は，牽引強度が

1 kgf と非常に負担が少なく，患者が牽引されていることをほとんど感じずに，リラッ

クス状態のまま牽引が行えることにある。 

 

第２節 研究の目的 

股関節マイクロ牽引法に関するこれまでの研究成果では， 1 kgf 牽引による SLR 角

度の向上（中川ら, 2011），体幹前屈動作の向上（中川ら, 2012），脊柱可動域の向上が

報告されている（中川ら, 2013）。つまり，股関節マイクロ牽引は，SLR 角度や体幹前

屈の向上に貢献し，腰下肢部の柔軟性を改善させていることを意味する。しかし，先

行研究における SLR 角度測定は，同一検者による測定であり，検者間に生じる関節可

動域の測定誤差や客観性の問題が考えられる。また先行研究の牽引は，1 kgf 牽引，10 

kgf 牽引の順序で行われているため，順序効果の影響も考慮されていない。したがっ

て，これらの要因について検討し，股関節マイクロ牽引の SLR 角度に対する効果の客

観性を示す必要がある。  

また，股関節マイクロ牽引による腰下肢部柔軟性の改善の要因の 1 つは，股関節の

整合性の向上による，股関節可動域制限因子の除去であると考えられる。制限因子は，

大腿部筋や股関節周囲筋のいずれかの筋や関節包の緊張であり，腰下肢部柔軟性の向

上には，これらの緊張が弛緩していると考えられる。つまり，弛緩作用を持つのであ

れば，それら筋群の筋硬度にも影響すると考えられ，どの筋に弛緩作用が及んでいる
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のかを検証する必要がある。 

筋の弛緩作用は，ストレッチングでは，関節を伸張したときに筋・腱が伸ばされゴ

ルジ腱器管，刺激に骨板を受容し，求心性 Ib 線維を介して脊髄後角までインパルスが

伝播され，介在ニューロンが，脊髄運動ニューロンの興奮性を抑制することで起こる

（鈴木, 2013）。股関節マイクロ牽引が関節受容器入力に作用し，股関節周囲筋が弛緩

したのであれば，脊髄運動ニューロンの興奮性は抑制すると考えられる。つまり，筋

の弛緩作用の機序を解明するために中枢神経系の指標である脊髄運動ニューロンの興

奮性を検証する必要がある。 

腰痛保持者の股関節可動域は制限されていることが多く（吉田・見松, 2005 ; 佐藤, 

2006 ; 小田ら, 2002），股関節可動域の改善させることで，腰痛症状が改善することが

報告されている（Lee ＆ Kim, 2015）。つまり，股関節マイクロ牽引による腰下肢部

柔軟性の向上は，腰痛症状を改善させることが考えられる。腰下肢部柔軟性の向上は，

ハムストリングス，殿筋等の股関節周囲筋や靭帯，脊柱起立筋等の弛緩作用であるこ

とから，大腿骨と骨盤を連結している筋群にも影響していると考えられる。このこと

は，骨盤アライメントの適正化にもつながり，股関節筋力が向上する可能性がある。 

本研究の主要な目的は，股関節マイクロ牽引による腰下肢部柔軟性の向上の客観性

を検討し，その発生機序および腰痛と股関節筋力に及ぼす影響を明らかにすることで

あった。 

 

第３節 用語の定義 

１．股関節マイクロ牽引 

「マイクロ牽引法」(商標第 5580897 号）とは，従来，広く行われている通常の牽

引法とは異なり，「患者が牽引されているということを自覚しない程度の微小な牽引力

を用いて，神経学検査，整形学検査，画像診断などでは解明できない関節の痛み，運

動異常などの関節症状を治療する方法」である。牽引強度は 1 kgf 程度の力で行う。
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この牽引法の名称は，宝塚医療大学保健医療学部教授の中川貴雄が通常の牽引法と区

別するために命名したものであり，40 年以上臨床で応用している治療法の一つである。

Mennell(1964）が著した『Joint Pain』の中で述べられている股関節における関節の

遊び運動検査法（joint play examination of hip joint）の一つ長軸伸張検査法を，中

川貴雄が股関節機能障害の治療法として応用，改変したものである（写真 1）。写真 1

のように，足部を把持し，末梢方向に約 1kgf 程度の力で牽引する徒手牽引である。 

 

２．非特異的腰痛 

非特異的腰痛は，画像検査などでも原因が特定できない腰痛のことであり，腰痛の

大半を占める（日本整形外科学会・日本腰痛学会, 2012）。この非特異的腰痛は，いわ

ゆるぎっくり腰やストレスが原因となっているものを含み，全体の 85％を占めると報

告されている。 

 

３．腰下肢部柔軟性 

腰下肢部柔軟性とは，腰部から下肢後面の柔軟性のことである。ハムストリングス

のタイトネステストや腰下肢痛の評価指標である SLR 角度が腰下肢部柔軟性の評価

として用いられている。SLR 角度は下肢が伸展した状態で，膝が屈曲しないように注

意しながら，他動運動で最終可動域の抵抗感が生じるまで挙上する方法である。 

 

４．骨関節疾患 

骨関節疾患とは骨や関節の異常や変形によって発症する疾患で，含まれる疾患の種

類は多数ある。代表的なものは，変形性膝関節症のほか，変形性股関節症，肩関節周

囲炎，変形性腰椎症，骨粗鬆症，頚椎症などである。この骨や関節が変形したり，炎

症を起こしたりすることで関節が動かなくなり，日常生活に支障をきたすようになる。 
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５．保存療法 

保存療法とは，整形外科疾患では人体を傷付けず，出血させずに治療する方法の総

称である。出血させて治療する観血的療法とは反対である。 

 

６．牽引療法 

牽引療法とは，骨折の整復と固定，脱臼の整復，関節疾患に対する関節の安静，疼

痛の緩解，変形，拘縮の予防と矯正等，脊椎疾患に対する局所の安静と免荷させる治

療法である。 

 

７．長軸伸張検査法 

Mennell（1964）が著した『Joint Pain』の中で述べられている股関節における関

節の遊び運動検査法（joint play examination of hip joint）の一つが長軸伸張検査法

である。患者の足部を把持し長軸方向に牽引し，股関節可動性が有るか無いかを徒手

で評価する方法である。 

 

８．エンドフィール 

エンドフィールとは，関節可動域測定時の最終可動域で検者が感じる抵抗感のこと

である。 

 

９．仙腸関節・椎間関節 

仙腸関節は，骨盤を構成する仙骨と腸骨をつなぐ関節である。椎間関節は脊柱の関

節で，上の椎骨の下関節突起と下の椎骨の上関節突起との間にある平面関節である。

骨盤周辺の解剖を図 1 に示す。 
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１０．筋硬度 

筋硬度とは，筋の弾性や筋緊張の評価として，治療の評価やストレッチングの効果

判定などに用いられている指標である。この筋硬度を定量的に測定できる方法として

筋硬度計があり，一定の圧迫力で押したときの嵌入距離で除することで筋のスティッ

フネスを算出する方法が用いられている。スティッフネス値が大きいほど，剛性が高

く，物質として硬くなっていることを意味する（中村ら，2013）。 

 

１１．脊髄の興奮性 

α運動ニューロンが興奮すると運動単位に含まれる筋線維が収縮し，α運動ニュー

ロンが抑制させると運動単位に含まれる筋線維が弛緩する。電気刺激で神経を刺激し，

筋から得られる複合活動電位を解析する方法が，誘発筋電である。電気刺激で生じた

α 運動神経線維の興奮は末梢側（筋側）と中枢（脊髄側）の両方に伝導する。末梢側

へ伝導した活動電位は筋線維を興奮させる。その興奮で生じた波形を M 波である。 

F 波は，運動神経に強い電気刺激を与えたとき，刺激された全ての運動神経の軸索

を逆行性に伝導し，脊髄前角細胞の軸索小丘の一部分で再発火したのちに，支配筋か

ら得られる複合活動電位である。F 波は脊髄を経由する波形であるために，F 波潜時

から中枢側の神経伝導障害を評価することが可能である（鈴木・才藤, 2000）。 

 

１２．骨盤アライメント 

骨盤は，左右の腸骨と仙骨で構成されている。骨盤アライメントとは，前傾・後傾，

内旋・外旋，挙上・下制方向のどの位置に骨盤が置かれているかの指標である（図 2）。 

 

第４節 研究の限界 

１．被験者による限界 

本研究における被験者は，18～23 歳までの健常男性である。よって女性，幼児，高
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齢者，刺激に敏感な者に対しても同様の結果が得られるとは言及できない。研究課題

4 の対象者は，片側性の非特異的腰痛保持者のため，変形性腰椎症，腰椎圧迫骨折，

腰椎椎間板ヘルニア，腰椎分離すべり症，脊柱管狭窄症が原因の腰痛症状に対しても

同様の結果が得られるとは言及できない。 

 

２．牽引方法の限界 

本研究の牽引条件で用いる 10kgf 牽引の牽引時間は 20 秒間である。牽引強度は一

般的な牽引療法と同等であるが，牽引時間が一般的な牽引療法は 20 分～30 分間であ

るため，本研究の 10kgf 牽引は牽引時間が短い。そのため，一般的な牽引療法との比

較には牽引時間の違いから評価できないという限界がある。また 1 kgf～10 kgf 牽引の

間の牽引強度についても評価できないという限界がある。 

 

３．測定方法による限界 

本研究における腰下肢柔軟性の評価は，股関節の屈曲方向への可動域指標である

「SLR 角度」のみで評価しており，他の股関節の可動域については検討していないと

いう限界がある。 

筋硬度は，皮膚，皮下脂肪，筋の弾性係数が異なる組織の総合的な硬さを求めてい

るのであって，筋そのものの硬さを検出していない（村木ら, 2009）。 

α運動ニューロンの興奮性を F 波を用いて評価しているが，F 波の測定は牽引中で

はなく，牽引前と牽引直後の値を用いて評価しているという限界がある。つまり牽引

施行中に変化がある可能性がある。 

腰痛感や体幹前屈時の疼痛感は，視覚的アナログ尺度（Visual Analogue Scale, VAS）

で評価している。  VAS は一人の対象者を継時的にみて比較することは有効であるが，

対象者により最大値の捉え方が違うことから，対象者間での比較では信頼度が低いと

いう限界がある（Strong et al., 2002）。 
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本研究における股関節外転力の評価は，股関節軽度 20°屈曲位での外転力を測定し

ている。股関節外転には，主に中殿筋，小殿筋，大腿筋膜張筋が作用し，股関節屈伸

中間位では中殿筋，小殿筋が主に作用し，股関節屈曲位になるにつれて大腿筋膜張筋

が有効に作用すると報告されている（対馬, 2001）。よって外転力で作用している筋は，

限定できないという限界がある。 

 

４．統計手法による限界 

本研究のデータは，パラメトリック手法を用い，母集団のデータが正規分布するこ

とを前提に統計処理される。統計的有意水準は，5％未満とした。 
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写真 1. 徒手による股関節マイクロ牽引法（出典：中川ら(2010).  

日本カイロプラクティック徒手医学会誌より転載許可を得て引用） 
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図 1. 骨盤周囲の解剖図 

（出典：ヒューマン・アナトミー・アトラス 2018 エディション（© Argosy Publishing）

を改変して記載） 

後面（骨） 

後面（筋） 前面（筋） 

前面（靭帯） 
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図 2. 骨盤アライメント 

（（出典：ヒューマン・アナトミー・アトラス 2018 エディション（© Argosy Publishing）

を改変して記載） 
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第２章  文献研究 

 

第 1 節 牽引療法の現状 

疼痛に対するリハビリテーションとして，現在，物理療法，徒手療法，運動療法等

が実施されている。日本整形外科学会理学診療委員会（2001）による「骨関節疾患に

対する保存療法（理学療法，作業療法，物理療法）の実態調査報告」の腰痛に対する

保存療法の適応・処方方針では神経症状のある腰痛に対して牽引療法が第１位に挙げ

られており，神経症状のない場合でも，温熱療法に次ぎ，第２位として牽引療法を挙

げられている。さらに，牽引療法は運動療法よりも適応・処方方針として優先されて

いる。諸外国での腰痛に対する牽引療法の調査では，急性期に 3％，慢性期に 4％，坐

骨神経痛を伴った急性期に 12 ％使用されている（Cherkin et al.,1995）。またアメリ

カでは坐骨神経痛を伴った急性期に 19 ％，慢性期に 10 ％（Battie et al.,1994），イ

ギリスとアイルランドでは 7.1 ％使用されている（Foster et al., 1999）。長い歴史の

ある牽引療法は腰痛に対する適応として，本邦をはじめ各国で使用されている。しか

し，日本の腰痛診療ガイドライン 2012 では，牽引治療は腰痛に対して有効であるエ

ビデンスが不足しているとし，診断基準を満たすエビデンスがない，あるいは複数の

エビデンスがあるが結論が一様ではない「GradeⅠ(注１)」と評価されている。 

整形外科やリハビリ，接骨院で用いられる牽引装置を使った牽引は，頚椎牽引の牽

引力については，最低 10 kgf を必要とするという報告（伊藤・木下, 1985）や，体重

の 10 分の１から開始するものがよいとする報告もある （細川ら, 1984）。一般的には

頚椎牽引では 7～20 kgf程度の範囲で，20～30分程度おこない，患者の反応に応じて，

徐々に増量するという方法が多くとられている（鳥巣ら, 2005）。また山之内・浅見

（2011）は，目的別牽引療法の推奨設定条件を表 1 のように示している。しかしこれ

らのガイドラインによる牽引力や牽引時間の設定では，個々の患者に合った最も効果

のある治療よりも平均的な治療が優先される可能性がある。また考えられるリスクは，
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頚椎牽引では，上位頚椎の不安定性損傷の場合，牽引により神経損傷を招きやすいこ

とや，頚椎の過度の牽引は，頚部の不快感や皮膚障害をおこすことである（Andrew, 

1983）。腰椎牽引では，過度の牽引により傍脊柱筋の痙縮や皮膚障害が生じることが

あり，注意を要する（緒方, 1986）。治療では個々の患者の特徴や障害を捉えた上で最

善の方法を施行することが重要であると考えられる。ガイドラインによる牽引力や牽

引時間の設定の牽引療法では，牽引強度が強く，高齢者や刺激に敏感な患者にとって

は，負担が大きく，危険性もあると考えられる。 

 

第２節 牽引療法の先行研究 

牽引療法に関する基礎的研究では，頚椎では X 線学的検討を中心としたものが比較

的多く見られる。Jackson（1977）は，9.1～11.3kgf の牽引力で椎間孔の拡大を認め

たと述べ，頚椎牽引療法の作用機序の一つに頚椎柱の伸張が考えられる。また一方，

頚椎牽引の作用機転を X 線学的な変化だけでとらえるのではなく，牽引が頚椎周囲筋

に及ぼす影響や筋収縮が牽引に与える影響についても検討が加えられている。Bard 

& Jones（1964）は，随意的筋収縮のもとでは 25 kgf の牽引力を加えても X 線的変化

を見ないことがあると述べ，また Goldie & Reichmann （1977）は，15.3 ㎏の高牽

引力でも X 線学的に椎間板高の開大を見ない症例が多いことを認め，牽引中に頚椎周

囲筋が収縮するためではないかと推察した。岡崎ら（1969）は牽引力を増していくと

頚椎脊柱の長さが短縮する傾向を示す症例があることを見出し，頚椎周囲筋の反射的

筋収縮の可能性を示唆した。また澤田（1996）の頚椎牽引時における頚椎周囲筋の反

応に関する研究では，筋活動を強く惹起した牽引方向の場合にはかえって椎間板高の

狭小化を認め，牽引中の頚椎周囲筋には十分な弛緩が得られていることの必要を報告

した。また Chang et al. (2012) は，3 つの異なる力（体重の 5 %，15 %，25 %)での

頚椎牽引前後での，血圧および心拍数変動の変化について検討し，体重の 15 %および

25 %の牽引力で低下が認められ，心血管系疾患患者に対しては注意深く使用すべきと
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報告した。骨盤牽引については，Nosee（1978）は牽引中の腰部傍脊柱起立筋の筋活

動量と腰椎の伸張との間には非常に強い負の相関関係があることを報告した。  

腰椎牽引療法に関しては，体重の 1/3 の牽引力による腰椎牽引療法後に腹臥位での

脊柱起立筋の筋硬度の有意な減少と総ヘモグロビン量の有意な増加を認めている（矢

吹ら, 2005; 添田ら, 2006）。また牽引療法による離開に伴う椎間板内圧の変化につい

ては減少すると報告されている（佐藤・菊池, 2000）。しかし変性した椎間板では内圧

が減少しているため，牽引による椎間板内圧の減少自体が症状を改善するものではな

いとしている。また菅原・金原（2006）は，体重の 20％・40％・50％牽引力の間歇

牽引療法を行い，体重の 20％・40％牽引力では関節可動域の改善を認めたが，体重の

50％牽引力では改善が認められなかったと報告した。 

牽引療法の腰痛に対する効果機序は，椎間関節周囲の軟部組織の伸張，椎間板・椎

間関節の変形・変位の矯正，椎間関節の離開，椎間孔の拡大，椎間板内圧の陰圧化と

椎体前縦靭帯の伸張による膨隆髄核（注２）の復位化，そして攣縮筋（注３）の弛緩マッサー

ジ的効果による循環改善・促進が考えられている（伊藤ら, 1991）。腰痛に対する牽引

療法の効果は，坐骨神経痛を伴う急性腰痛の有効性（Larsson et al., 1980）や，骨盤

牽引の腰椎椎間板ヘルニアの自覚的症状の改善の有効性を報告している（森山ら, 

1992）。また Quebec（1987）によるガイドラインでは牽引療法の期待される効果とし

て脊椎可動域の増加を挙げている。一方，Cameron（2010）は，坐骨神経痛の患者に

対する牽引療法では，長期，短期の牽引療法とプラセボ，未治療との間に差がないこ

とや，理学療法に牽引療法を併用しても効果に違いがないことを報告しており，牽引

療法の有効性を疑問視している。また慢性腰痛に関しては有効であるとは言えないこ

とが報告されており(Koes et al., 1992a ; van der Heijden et al., 1995），慢性腰痛に対

する牽引療法の効果に関しては，適切な研究が欠如していることが，メタ分析の結果

から指摘されている(Koes et al., 1992b ; van Tulder et al., 1997)。 

これらの研究の多くは，牽引療法のガイドラインに基づいた牽引方法，牽引力，牽
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引時間等に設定し，検証を行っているが，評価が別れている。この要因について山内

ら（2011）は，①牽引療法が多種・多様であること，②牽引の方法が確立していない

こと，③評価の方法が統一されていない，④牽引療法が単独の治療として行われるこ

とが少ないことを述べている 

一方で，低牽引力による治療効果についての報告はいくつかある。Beurskens et al.

（1997）は，高牽引力（体重の 35％以上）と低牽引力（体重の 20％以下）の 2 群に

よる 12 週間および 6 カ月後の比較検討を行い，両群とも腰痛の主観的評価や可動域や

休職期間において，50％程度の治療効果を認め，両群に差は認められなかったと報告

した。国安・古我（2007）は，頚椎牽引で，5kgf，10kgf，15kgf 牽引の中で，頚部傍

脊柱筋の皮膚血流量の変化から，5kgf 牽引が効果的であったと報告している。また 5 

kgf 牽引と 10 kgf 牽引において，牽引前後の頭板状筋の筋厚の変化率を比較し，5 kgf

牽引にて変化率の増加を認めたと報告している（国安, 2013）。また金原ら（2005）は，

腰椎の間欠牽引を高牽引力（体重の 50％）と低牽引力（体重の 20％）で施行し，腰

椎分節可動性において，低牽引力では可動性が増加し，高牽引力では，可動性が減少

することを報告した。これらは低牽引力での効果を示すものであり，牽引療法におけ

る高牽引力の効果は疑わしい可能性がある。 

股関節の牽引療法に関しては，進行期・末期の変形性股関節症で，股関節外転筋力

増強運動が痛みにより不可な患者に対して，股関節・膝関節軽度屈曲位にて牽引力 15 

kgf で 10 秒間牽引し 10 秒間休止し，計 15 分間牽引を行い，痛みの軽減を認めたと

いう報告（西上ら, 2009）や，Hoeksma et al.（2004） は，徒手療法の一つとして股

関節牽引を施行し，運動療法群よりも痛みや関節可動域が改善したと報告し，その効

果機序として関節内圧の低下を挙げている。しかし，Tarasevicius et al.（2007）は進

行期の変形性股関節症では関節内圧はむしろ低下していることを報告している。また，

山本ら（2001）は股関節牽引療法時の股関節関節裂隙拡大群と不変群では両群とも痛

みは有意に低下し，痛みの低下率に有意な差はなかったと報告していることからも，
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股関節牽引療法の効果機序として関節内圧が影響しているかは明らかでない。Skyba 

et al.（2003）は関節炎ラットに対して関節モビリゼーション（mobilization）を施行

し，痛みの軽減効果として下行性疼痛抑制系の関与を挙げている。下行性疼痛抑制系

とは，脊髄よりも上位にある脳幹部から脊髄後角に下行，痛覚情報の中枢神経系への

入り口である脊髄後角で痛みの伝達を抑制することである。股関節牽引療法の効果機

序として関節モビリゼーションと同様の下行性疼痛抑制系が関与している可能性が考

えられるが，股関節牽引療法の効果機序については未だ明確ではないと報告している

（Skyba et al, 2003）。 

 

第３節 股関節マイクロ牽引の先行研究 

本研究で用いるマイクロ牽引法とは，従来，広く行われている通常の牽引法とは異

なり，「患者が牽引されているということを自覚しない程度の微小な牽引力を用いて，

神経学検査，整形学検査，画像診断などでは解明できない関節の痛み，運動異常など

の関節症状を治療する方法」である。この牽引法の名称は，宝塚医療大学保健医療学

部教授の中川貴雄が通常の牽引法と区別するために命名したものであり，40 年以上臨

床で応用している治療法である。Mennell（1964）が著した『Joint Pain』の中で述

べられている股関節における関節の遊び運動検査法（joint play examination of hip 

joint）の長軸伸張検査法を，中川貴雄が股関節機能障害の治療法として応用，改変し

たものである（写真 1）。この「マイクロ牽引法」は，患者によって多少異なるが，お

およそ 1 kgf 程度の力で行う。施行時間は 10 秒～20 秒間である。それに対し，整形

外科やリハビリ，接骨院で用いられる牽引装置を使った牽引は，一般に，頚椎牽引で

は 7～20 kgf 程度，腰椎牽引で体重の 1/3～1/2 の範囲程度の力で行われる。施行時間

は 20～30 分間程である （鳥巣ら, 2005）（表 2）。 

マイクロ牽引は従来徒手で行われていたが，その方法では牽引にかかる負荷が定量

化できない。そこで我々は，股関節マイクロ牽引を徒手ではなく自動間欠牽引装置を
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用いて，牽引を定量的に施行できるシステムを作成した。そしてそのシステムを用い，

異なる牽引力（0，1，5，10 kgf）で牽引を施行し，その効果の違いを，股関節可動域

（SLR 角度）で評価した。その結果は，マイクロ牽引に相当する 1 kgf 牽引は他条件

と比較し，有意な可動域の増加が認められた（中川ら, 2011）。また同様のシステムを

用い，股関節マイクロ牽引法を異なる牽引力（0, 1, 10 kgf）で施行し，1 kgf の牽引力

が股関節可動域（SLR 角度）と体幹前屈動作の改善効果が高いことが明らかとなった 

（中川ら, 2012）。次に股関節マイクロ牽引法を異なる牽引力（0, 1, 10 kgf）で施行し，

SLR 角度と脊柱可動域に与える影響について検討した。その結果は，1 kgf 牽引にお

いて安静立位による胸椎の後弯角度が有意に減少し，10 kgf 牽引において腰椎の前弯

角度が有意に増加した。前屈位での腰椎屈曲角においては，1 kgf 牽引で有意に増加し

た。腰椎屈曲可動域については，1 kgf 群において有意に増加した（中川ら, 2013）。

つまり，これらの研究から，股関節マイクロ牽引（1 kgf 牽引）では，SLR 角度の制

限因子が改善され，体幹の前屈動作に伴う椎間関節や仙腸関節の機能不全が改善され

ると考えられた。つまり，股関節マイクロ牽引の体幹前屈動作の改善の要因は，SLR

角度の増加に加え，胸腰椎アライメントの改善とそれに伴う腰椎の屈曲可動域の増加

が要因であることが示唆された。 

 

第４節 腰痛と腰下肢部柔軟性に関する研究 

本研究では，腰下肢部柔軟性の評価に SLR テストを使用した。SLR 角度の測定で

は，検者は，被験者の両下肢が伸展した状態で膝が屈曲しないように注意しながら，

下肢を他動的に最終可動域の抵抗感が生じるまで挙上する。計測角度は，体幹と平行

な軸と大腿骨軸のなす角度である。SLR テストの手技は他動・自動に分けられ，疼痛

評価，筋力評価，柔軟性評価に大別される（森本，2008）。柔軟性評価では，スポー

ツ選手を対象にスポーツ障害の予後予測を目的としたメディカルチェックとしてSLR

テストが使用され（牧野ら, 2006）, 腰痛評価での使用の有用性も報告されている（佐
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藤, 2006）。福本ら（2014）は，男子高校生サッカー選手の股関節可動域，下肢筋のタ

イトネスの経時的な変化が運動時腰痛に及ぼす影響について調査し， 競技の反復によ

り，下肢筋のタイトネスが増大し運動時腰痛の悪化に関与していることと，股関節屈

曲可動域は非利き足で有意に減少したと報告した。泉ら（2007）は，腰痛あり群と腰

痛なし群の SLR テストの左右差を比較し，腰痛あり群が有意に高い値を示し，腰痛な

し群より左右差が大きかったと報告した。また，腰痛保持者の股関節可動域は制限さ

れていることが報告されており（吉田・見松, 2005 ; 佐藤, 2006 ; 小田ら, 2002）。可

動域の改善で腰痛症状が改善することが報告されている（Lee. & Kim, 2015）。これら

の報告から，腰痛の発生要因の 1 つに腰下肢部柔軟性の低下が挙げられ，腰下肢部柔

軟性を改善させることで腰痛症状を軽減させると考えられる。 

 

第５節 脊髄の興奮性と筋緊張に関する研究 

運動は，脊髄の興奮性による筋活動で生じる。また筋活動は，生理的条件下では，

その筋を支配するα運動ニューロンの興奮に連動する。筋には筋紡錘および腱器官と

いう固有受容器が備わっている。筋紡錘は筋の長さおよび収縮速度を検知し，Ia 線維

および II 線維の求心性線維がα運動ニューロンに伸びて結合し，興奮性を生起してい

る。α運動ニューロンが興奮すると運動単位に含まれる筋線維が収縮し，α運動ニュー

ロンが抑制させると運動単位に含まれる筋線維が弛緩する。筋緊張状態の指標となる

脊髄興奮性の変化は，誘発筋電図を使用し，H 波を指標とした研究が多い。H 波は Ia

線維を電気刺激して生じる単シナプス反射であり，H 波の振幅変化は，脊髄興奮性を

反映している（Hoffman, 1910）。Ia 線維は筋紡錘の一次終末からの情報を求心性に伝

える神経線維であり，単シナプス反射とは，感覚神経から運動神経に直接興奮が伝わ

ることである。刺激強度を高めていくとα運動神経線維も閾値に達し，刺激点から下

行した興奮が M 波として記録される。中村ら（2014）は，ヒラメ筋に対するスタティッ

クストレッチング効果を，H 波と M 波の最大振幅比を指標に検証し，スタティックス
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トレッチング後で有意に H 波と M 波の最大振幅比が低値を示したと報告した。

Robertson（2012）は，ヒラメ筋に対するスタティックストレッチング中に H 波が減

少することを報告した。つまりスタティックストレッチングの施行によってα運動

ニューロンの興奮性が低下することを明らかにしている。吉崎ら（2006）は，下腿三

頭筋の他動的ストレッチングによる脊髄興奮性への影響について，ヒラメ筋 H 波の変

動を検証し，ストレッチング直後と 1 分後にヒラメ筋 H 波の振幅が減少し，脊髄興奮

性が低下することを示唆した。 

 

第６節 腰痛と筋緊張に関する研究 

腰部の筋は，背筋と腹筋に大別され，下肢筋群が骨盤を介して間接的に脊柱安定性

に関与している。背筋は深層，中間層，浅層の 3 層の筋群からなる。深層には棘間筋，

横突間筋，肋骨挙筋等がある．中間層には，多裂筋，胸半棘筋，浅層には腸肋筋，最

長筋，棘筋があり，これらを総称して脊柱起立筋と呼ばれる。腹筋は外腹斜筋，内腹

斜筋，腹横筋，腹直筋の 4 つから構成される。吉村ら（2008）は，腰痛群と健常群の

多裂筋および最長筋の筋硬度を比較し，腰痛群の多裂筋および最長筋の筋硬度が有意

に高値を示したと報告した。多裂筋と最長筋を図 3 に示す。また生方ら（2014）は，

腰痛患者の疼痛側と非疼痛側で，多裂筋の筋硬度を比較し，疼痛側の筋硬度が有意に

高値を示したと報告した。 

また福本ら（2014）は，腹臥位で膝関節を他動屈曲させて測定する踵殿距離と，股

関節屈曲角度について，運動時腰痛悪化群と非変化群で比較し，悪化群の踵殿距離が

有意に増大し，股関節屈曲角度が有意に低下することを報告した。つまり，殿筋群や

大腿四頭筋，大腿直筋等の股関節周囲筋の伸張性低下が動作に影響を及ぼし，腰痛悪

化の一因になることを述べている。 

また Haides et al（1996）は，一側性の腰痛を有するアスリートを対象に超音波を

用い多裂筋の横断面積を測定し，第 5 腰椎レベルにおいて左右非対称であったとして
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いる。Hyun et al（2007）は，核磁気共鳴画像法を用いて多裂筋の横断面積を測定し

た結果，神経症状のある腰椎椎間板ヘルニア患者では健常者および神経症状のない腰

椎ヘルニア患者より左右非対称性が高いことを報告している。つまり，腰椎椎間板ヘ

ルニアが脊髄神経を圧迫することで脱神経変性が生じ，多裂筋を萎縮させていること

が考えられる。 

 

第７節 腰痛と運動機能に関する研究 

腰痛と歩行に関して，伊藤・平本（2002）は， 65 歳以上の高齢者における腰下肢

痛と日常生活動作（activities of daily living , ADL）の困難度を調査し，歩行動作，

重量物挙上，立ち上がり動作，中腰・立位動作の順に困難度が高かったと報告し，腰

痛のため ADL 障害をきたす頻度が高いのは歩行動作ということを示した。柏木ら

（2015）は，腰部脊柱管狭窄症の術前と術後６カ月の歩行能力と（quality of life, QOL）

を検討し，術後６カ月の時点で，痛みの改善に伴い，歩行テストや QOL 評価の多く

の項目で改善が認められたと報告している。泉ら（2010）は，大学ボクシング選手の

腰痛あり群となし群の身体特徴を比較し，体幹最大回旋筋力が腰痛あり群で有意に低

値を示し，腰痛なし群より筋力が低下していることを報告した。 

また腰痛患者における下肢症状の有無が QOL に与える影響について，患者立脚型 

QOL 評価ツールを用いて検討した報告では，下肢症状を有する腰痛患者では QOL が

有意に低く，歩行距離の低下や階段昇降の難しさについての QOL 低下が腰痛以外に

下肢症状の有無が関係していることを示唆した（檜山ら, 2016）。つまり，腰痛は歩行

動作などの ADL や QOL を低下させると考えられる。 

 

第８節 歩行と下肢筋力に関する研究 

歩行における下肢の筋活動は，股関節外転筋群や内転筋群は，立脚相の初期と終期

に活動し，骨盤の安定性に関与している。立脚相は，歩行時に足が地面に接地してい
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る区間であり，遊脚相は，地面から足が離れている区間を指す。大腿四頭筋やハムス

トリングスは，いずれも遊脚相から立脚相への変換期に働き，遊脚相における下肢の

振り子運動を減速して運動の向きを変える役割を担っている（中村ら，2007）。特に

股関節外転力の低下は，股関節疾患患者における前額面での堕落跛行などの異常歩行

を起因する可能性があり，歩行能力を維持するために重要な筋力である（対馬, 2002）。

堕落跛行とは，中殿筋が麻痺し歩行の片足支持期に骨盤が傾く現象を指す。また外転

筋群においては，股関節 0°では中殿筋前部，小殿筋，大腿筋膜張筋は屈曲トルク，

中殿筋後部は伸展トルクを有したと報告され，実際の運動では外転作用だけではなく，

関節角度変化に伴い，屈伸トルク作用も発揮すると報告されている（小栢ら, 2011）。

これらの報告から，股関節外転力は，歩行やスポーツ動作時の安定性に関与し，股関

節の柔軟性とともに重要な項目であると考えられる。 

 

第９節 柔軟性と筋力に関する研究 

柔軟性と筋力に関する先行研究は，筋を持続的に伸張するスタティックストレッチ

ングによる検討が多い。木元・進藤（2011）は，ハムストリングスに対する，スタティッ

クストレッチング施行後の膝関節の柔軟性と屈曲筋力に及ぼす影響を検討し，膝関節

の柔軟性は向上し，筋力は減少したことを報告した。鎌田ら（2016）は，2 秒，3 秒，

4 秒，6 秒，8 秒，10 秒，30 秒の大腿直筋の，スタティックストレッチングが踵殿距

離と膝伸展筋力に及ぼす影響を検討し，8 秒間のストレッチングで筋の柔軟性が向上

し，筋力は維持されることを報告した。また Matsuo et al.（2013）は，20 秒，60 秒，

180 秒，300 秒のハムストリングスの，スタティックストレッチングが柔軟性と膝屈

伸力に及ぼす影響を検討し，すべての条件で柔軟性が向上し，筋力は低下したことを

報告している。つまり，スタティックストレッチングは，柔軟性は向上させるが，筋

力に関しては正負の影響を及ぼさない，もしくは筋力を低下させると示されている。 

また伸張したい筋の拮抗筋を随意的に収縮させ，筋の弛緩を引き出すダイナミック



25 
 

ストレッチングによる検討では，岡山ら（2015）は，ハムストリングに対して，ダイ

ナミックストレッチングを 1 秒間を 20 回施行し，SLR 角度の向上と膝関節伸展力の

向上したことを報告した。また土井ら（2010）は，下腿三頭筋に対して，ダイナミッ

クストレッチングを 1 秒間を 20 回施行し，足関節背屈可動域と底屈筋力が向上したと

報告した。つまり，ダイナミックストレッチングでは，関節柔軟性の向上と，筋力の

向上が関連していると考えられる。 

 

第 10 節 骨盤アライメントと筋力に関する研究 

山田ら（2004）は，仰臥位での矢状面上の鉛直線と，上前腸骨棘と上後腸骨棘を結

んだ線とのなす角度をゴニオメーターで計測し，骨盤傾斜角度とした。下肢伸展自然

仰臥位で骨盤傾斜角が中間位のとき，前傾位と後傾位よりも，股関節外転力が高くな

ることを報告した。また西ら（2011）は，仰臥位で左右同じ高さの板を両側足底に当

てた肢位の中間位，利き足の足底に 1.5，3.0 cm の板を入れ骨盤挙上を促した挙上位，

非利き足の足底に 1.5，3.0 cm の板を入れ，利き足の骨盤下制を促した下制位とした。

このとき利き足の股関節外転力は，中間位で最も高くなることを報告した。つまり，

股関節外転力は，骨盤アライメントの前傾・後傾，挙上・下制における中間位で最も

高くなると言うことである。また，藤谷ら（2017）は，座位で骨盤直立，スランプ位

（骨盤後傾），骨盤直立・胸椎伸展位（胸を張った姿勢）の 3 肢位で，座位姿勢保持に

おける体幹の筋活動を比較した。体幹筋（内腹斜筋，外腹斜筋，脊柱起立筋）と腸腰

筋において，骨盤直立位，骨盤直立・胸椎伸展位がスランプ位と比較し，筋活動が高

いことを報告した。つまり，骨盤アライメントは，股関節外転筋群や伸展・屈曲筋群

と解剖学的に関連していることが考えられる。 
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注 1：Grade I 

腰痛治療の推奨度に関して，日本整形外科学会が統一基準に基づき Grade を A, B, C, 

D, I の 5 段階で評価した。Grade A は，行うよう強く推奨する，強い根拠に基づいて

いる。B は，行うよう推奨する，中等度の根拠に基づいている。C は，行うことを考

慮してしてもよい，弱い根拠に基づいている。D は，推奨しない，否定する根拠があ

る。I は，委員会の診断基準を満たすエビデンスがない，あるいは複数のエビデンスが

あるが結論が一様ではないとされている。 

 

注 2：膨隆髄核 

腰椎椎間板ヘルニアは，変性した椎間板の髄核が後方の線維輪から脱出して，馬尾

や神経根を圧迫し，腰痛・下肢痛および下肢の神経症状などが出現したものである。

膨隆髄核は，髄核が線維輪を押し，背側に膨隆した状態の椎間板である。 

 

注 3：攣縮筋 

筋が無意識下で持続的に収縮している状態で，痛みがある。筋は硬く収縮しており，

局所の筋が硬く膨隆している。
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部位領域 
目的別牽引療法の推奨設定条件 

治療目的 牽引力 牽引期/休止期 総牽引時間 

頚椎 

初回/急性期 3～4kgf 静的 5～10 分 

関節離開 
9～12kgf 

15/15 秒 20～30 分 
体重の 7% 

筋スパズムの軽減 5～7kgf 5/5 秒 20～30 分 

椎間板の問題 
5～7kgf 60/20 秒 20～30 分 

軟部組織の伸張 

腰椎 

初回/急性期 13～20kgf 静的 5～10 分 

関節離開 
22.5kgf 

15/15 秒 20～30 分 
体重の 50% 

筋スパズムの軽減 体重の 25% 5/5 秒 20～30 分 

椎間板の問題 
体重の 25% 60/20 秒 20～30 分 

軟部組織の伸張 

表 1. 目的別牽引療法の推奨設定条件 

（出典：柳澤（2009）の表を山之内らが改変（2011）したものを許諾を得て引用） 
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牽引の種類 牽引強度 牽引時間 

股関節マイクロ牽引法 約 1kgf 程度 約 20 秒間 

一般の牽引療法 
腰椎牽引：体重の 1/3～1/2 

20～30 分程度 
頸椎牽引：7～20kgf 程度 

表 2. 股関節マイクロ牽引法と一般の牽引療法の比較 
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図 3. 多裂筋・最長筋の解剖 

（出典：ヒューマン・アナトミー・アトラス 2018 エディション（© Argosy Publishing）

を改変して記載） 
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第３章  研究課題 

 

本研究の主要な目的は，股関節マイクロ牽引（1kgf 牽引）による腰下肢部柔軟性

の向上の客観性を検討し，その発生機序および腰痛と股関節筋力に及ぼす影響を明ら

かにすることであった。この目的を達成するために，下記の 5 つの研究課題を設定し

た。 

研究課題 1 では，股関節マイクロ牽引が腰下肢部柔軟性（SLR 角度）に及ぼす影

響の客観性を明らかにするために，検者を 2 人にし，牽引条件と検者の順序効果を除

く実験デザインを用いて検討した。研究課題 2 では，股関節マイクロ牽引が腰下肢部

柔軟性を向上させる要因である軟部組織の弾性に及ぼす影響を明らかにするために，

股関節牽引法の牽引力の違いと大腿部の筋硬度の関連性を検討した。研究課題 3 では，

股関節マイクロ牽引による腰下肢部柔軟性の向上が脊髄運動ニューロンの興奮性と

関係するのかどうかを明らかにするために，股関節牽引法の牽引力の違いがヒラメ筋

F 波に及ぼす影響を検討した。研究課題 4 では，股関節マイクロ牽引が非特異的腰痛

保持者の股関節可動域と主観的腰痛感に及ぼす影響ついて明らかにするために，腰痛

者を対象に，SLR 角度，主観的腰痛感，腰部圧痛閾値を検討した。研究課題 5 では，

股関節マイクロ牽引による腰下肢柔軟性の向上が股関節外転力に及ぼす影響を明ら

かにするために，股関節牽引法の牽引力の違いが股関節外転力に及ぼす影響を検討し

た（図 4）。 

なお，本研究は明治国際医療大学研究倫理委員会において承認を得た上で実施した

（受付番号 21-32-1 ）。人権保護の観点から，被験者には研究内容を説明し，同意を

得た上で研究を実施した。研究遂行にあたり分析データ資料と入力した USB メモ

リーは，鍵のかかる保管庫に管理した。またすべての研究課題が本申請で遂行された。 
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研究課題１．「股関節マイクロ牽引が腰下肢部柔軟性に及ぼす影響 

－順序効果を除いた実験デザインによる客観性の検討－」 

股関節マイクロ牽引の先行研究では（中川ら, 2011 ; 中川ら, 2012 ; 中川ら, 

2013），SLR 角度の測定は，同一検者によるものであったため，検者間に生じる

関節可動域の測定誤差や客観性の問題が考えられる。また先行研究では，1 kgf 牽

引，10 kgf 牽引の順序で牽引が行われているため，順序効果の影響も考慮されて

いない。 

本研究の目的は，股関節マイクロ牽引が腰下肢部柔軟性（SLR 角度）に及ぼす

影響について，検者を 2 人にし，牽引条件と検者の順序効果を除く実験デザイン

を用いて，腰下肢部柔軟性向上の客観性を明らかにすることであった。 

 

研究課題 2．「股関節マイクロ牽引が大腿部筋硬度に及ぼす影響の検証」 

腰下肢部柔軟性の制限因子は，ハムストリングス，殿筋等の股関節周囲筋や，

靭帯，関節包，脊柱起立筋等の緊張であることから，股関節マイクロ牽引による

腰下肢部柔軟性向上は，これらの制限因子が除去されていることが考えられる。

つまり，大腿部筋や股関節周囲筋のいずれかの筋に弛緩作用が及んでいることが

考えられる。  

本研究の目的は，股関節マイクロ牽引が腰下肢部柔軟性を向上させる要因であ

る軟部組織の及ぼす影響を明らかにするために，股関節牽引法の牽引力の違いと

大腿部の筋硬度の関連性を検討し，どの大腿部筋に筋弛緩作用が関係しているの

か明らかにすることであった。 

 

研究課題 3．「股関節マイクロ牽引が脊髄興奮性に及ぼす影響」 

股関節マイクロ牽引の腰下肢部柔軟性向上の要因は，筋緊張の弛緩作用である
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と考えられる。筋弛緩のメカニズムは，マイクロ牽引により筋紡錘等の関節受容

器が刺激され，脊髄介在ニューロンに刺激が上行し，運動神経が抑制されること

で筋弛緩が生じると考えられる。しかし，股関節マイクロ牽引の弛緩作用には，

脊髄興奮性が関係しているのか検討されていない。また F 波の出現頻度は，振幅

とともに運動ニューロンの興奮性の指標としても利用し得る（Yokota et al.,1992）。

よって脊髄運動ニューロンの興奮性を示すために F 波の測定は有用である。 

本研究の目的は，股関節マイクロ牽引による腰下肢部柔軟性の向上が脊髄運動

ニューロンの興奮性と関係するのかどうかを明らかにするために，股関節牽引法

の牽引力の違いがヒラメ筋 F 波に及ぼす影響を検討し，脊髄興奮性に及ぼす影響

を明らかにすることであった。 

 

研究課題 4．「股関節マイクロ牽引が非特異的腰痛の腰痛感に及ぼす即時的効果」 

腰痛保持者の股関節可動域は制限されていることが多く（吉田・見松, 2005 ; 佐

藤, 2006 ; 小田ら, 2002），股関節可動域の改善させることで，腰痛症状が改善す

ることが報告されている（Lee ＆ Kim, 2015）。つまり股関節マイクロ牽引によ

る腰下肢部柔軟性の向上は，腰痛症状を改善させることが考えられる 

本研究の目的は，股関節マイクロ牽引が非特異的腰痛保持者の股関節可動域と

主観的腰痛感に及ぼす影響ついて明らかにするために，腰痛者を対象に，SLR 角

度，主観的腰痛感，腰部圧痛閾値を検討し，腰痛症状に及ぼす影響を明らかにす

ることであった。 

 

研究課題 5．「股関節マイクロ牽引が股関節外転力に及ぼす影響」 

股関節外転力は，歩行の安定性に関与している。股関節外転の主動筋は中殿筋，

小殿筋，大腿筋膜張筋であり，腸腰筋やハムストリングスと合わせて骨盤と大腿骨

に付着し，骨盤アライメントに関連している。山田ら（2004）は，矢状面における
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骨盤傾斜角度と股関節外転筋力関連性について検討し，中間位は，前傾位と後傾位

と比較し，筋力が最も高くなることを報告した。つまり，股関節外転力は，骨盤ア

ライメントの中間位で最も高くなると考えられる。 

関節マイクロ牽引による腰下肢部柔軟性の向上は，ハムストリングス，殿筋等の

股関節周囲筋や，靭帯，関節包，脊柱起立筋等の緊張などの制限因子が除去されて

いることが考えられる。つまり，股関節周囲の軟部組織のスティッフネス改善は，

骨盤アライメントを中間位に適正化させ，股関節外転力が向上する可能性が考えら

れる。 

本研究の目的は，股関節牽引における牽引力（1 kgf, 10 kgf）の違いが，股関節外

転力に及ぼす影響を検討し，股関節マイクロ牽引と股関節外転筋の関連性を明らか

にすることであった。 
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図 4. 研究課題一覧 
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第４章  研究課題１：股関節マイクロ牽引が腰下肢部柔軟性に及ぼす影響 

－順序効果を除いた実験デザインによる客観性の検討－ 

 

１．目的 

股関節マイクロ牽引の先行研究では（中川ら, 2011 ; 中川ら, 2012 ; 中川ら, 2013），

１kgf 牽引後に SLR 角度の有意な向上を示している。しかし，これらの先行研究では，

1 kgf 牽引，10 kgf 牽引の順序で牽引が行われているため，順序効果の影響が考慮され

ていない。また，SLR 角度の測定は検者が対象者の下肢を他動的に挙上させて関節可

動域を計測している。このような関節可動域の測定では，検者が対象者の身体部位へ

加える力の大きさや角度計測などの技術的な差異から測定誤差が生じること（小野ら, 

2000 ;宮前・小川, 1978 ; Gajdosk & Bohanmon, 1987），目的とする関節運動の不全

を補助する代償運動によって誤差が生じることが報告されている（Gajdosk & Mell, 

1984）。先行研究では（中川ら, 2011 ; 中川ら, 2012 ; 中川ら, 2013），SLR 角度の測

定は，同一検者によるものであったため，検者間に生じる関節可動域測定の技術的な

差異や，牽引施行後に意図的に力を大きく加えようとする心理的な問題が考えられる。

これらの問題点を解決しマイクロ牽引による SLR 角度向上の客観性を示すためには，

同一被験者に対し，SLR 角度の測定を 2 名の検者で行い，牽引条件間と検者間の順序

効果についてカウンターバランスを用いて相殺する必要がある。 

本研究の目的は，股関節マイクロ牽引が腰下肢部柔軟性（SLR 角度）に及ぼす影響

について，検者を 2 人にし，牽引条件と検者の順序効果を除く実験デザインを用いて，

マイクロ牽引による SLR 角度向上の客観性を明らかにすることであった。 

 

２．方法 

2.1. 被験者 

被験者は，下肢や腰部に傷害をもたない健常男性 12 名（23.1±1.9 years）とした。
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被験者の身体特性は，身長 171.2±3.0 cm，体重 59.2±5.7 kg，BMI 20.2±1.9 kg/

㎡，右転子果長 81.1±2.4 cm であった。被験者には研究の趣旨および方法を口頭で

説明し，文章で同意を得たのちに実験を実施した。 

 

2.2. 股関節牽引方法 

牽引は，全て右下肢に施行した。牽引強度を定量化するために，自動間欠牽引装置

（OG 技研社製，OL-1100）を用いた（写真 2）。被験者は，仰臥位になり，下肢を傾

斜台にのせ，股関節屈曲 30°，外転・内転中間位（注４），内旋・外旋中間位に保持させ

た。下腿末梢端に下肢牽引装具を装着した後，被験者が感じている徒手の牽引力と，

牽引装置による牽引力に差が無いことを確認した（写真 3）。もし感覚に差があった場

合は，固定をやり直し，感覚に差が無いことを再度確認した後，牽引を施行した。牽

引時間は 20 秒間であり，牽引強度は，1 kgf と 10 kgf の 2 条件とした。 

 

2.3. SLR 角度測定 

検者は，SLR 角度測定の技術を習得している臨床経験 7 年目の男性柔道整復学科教

員（検者 A）と柔道整復学科 4 回生の女子学生（検者 B）の 2 名とした。被験者を仰

臥位に寝かせた状態で，下腿の外果部直上に傾斜角度計（日本メディクス社製， 

MF-139AA）を固定し，水平面が基準になるように設定した。検者は，被験者の両下

肢が伸展した状態で，膝が屈曲しないように注意しながら，右下肢を他動運動で最終

可動域の抵抗感が生じるまで挙上した。SLR 角度の測定には，体幹と平行な軸と大腿

骨軸のなす角度を傾斜角度計を用い，1 度単位で測定した（写真 4）。SLR 角度の測定

値と牽引条件は，検者 2 名が互いの結果を知られないように秘匿した。 

また，SLR角度を測る際，下肢の重力による修飾を避けるために検者の手掌にかかっ

た圧力を徒手筋力測定器（日本メディックス製，パワートラックⅡ）で計測した。

Halbertsma et al. (1997)の方法を用い，最大 SLR 角度での下肢の抵抗力（伸張強度
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（Nm））を次の式で算出した。 

伸張強度＝{ SLR 角度測定時圧－下肢水平時圧・cos(SLR 角度)}・転子果長 

 

2.4. 実験手順 

被験者は，まず右下肢の SLR 角度の測定を受けた。その後，右側股関節牽引を受け，

再度右下肢の SLR 角度の測定を受けた。被験者を 4 つのグループに分け，牽引条件と

検者の順序をカウンターバランスした（図 5）。半数の被験者は，1 kgf 牽引の後，10 kgf

牽引を受け，残りの半数の被験者は 10 kgf 牽引の後，1 kgf 牽引を受けた。各条件の

牽引は，1 週間以上の期間を空けて実施された。1 つの牽引条件に対して，半数の被験

者は検者 A，検者 B の順で測定され，残りの半数は，検者 B，検者 A の順で測定が行

われた。検者間の測定期間は，1 週間以上空けた。 

 

2.5. 統計分析 

SLR 角度と伸張強度について，検者の違い（検者 A，検者 B），牽引条件の違い（1 

kgf，10 kgf 条件），牽引前後の違いによる繰り返しありの 3 要因分散分析を行った。

有意な F 値が得られた場合，Bonferroni 法による多重比較検定を行った（IBM， SPSS 

19 J for Windows）。統計的有意水準は 5% 未満とした。 

 

３．結果 

表 3 には，検者 A と検者 B における各条件による牽引前後の SLR 角度と伸張強度

の平均値と標準偏差を示す。 

SLR 角度について，検者，牽引条件，牽引前後の要因に対する 3 要因分散分析を行っ

た結果，牽引前後において主効果が認められ（F(1, 11)=70.92, p<0.01），牽引条件と

牽引前後の 2 つの要因に交互作用が認められた（F(1, 11)=41.75, p<0.01）。その他の

主効果，交互作用については有意な F 値が認められなかった。多重比較の結果，SLR
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角度は，1 kgf 牽引条件において牽引前（56˚）より牽引後（67˚）の方が有意に大きく，

検者に違いに関わらず，1 kgf 牽引が SLR 角度を有意に向上させることが認められ

た。10 kgf 牽引条件においては，牽引前後で有意な差異は認められなかった。（57°

vs 59°）つまり，両検者（検者 A・検者 B）の測定値に牽引条件による有意な差異は

認められなかった。 

伸張強度について 3 要因分散分析を行った結果，すべての要因に有意な主効果，交

互作用は認められなかった。つまり SLR 角度測定時の伸張強度は，全ての条件で同じ

であった。 

 

４．考察 

股関節マイクロ牽引が腰下肢部柔軟性に及ぼす影響ついて，検者の要因と牽引条件

の要因の順序効果を除く実験デザイン（カウンターバランス）を用いて検討した。そ

の結果，検者に違いに関わらず，1 kgf 牽引が SLR 角度を有意に向上させることが認

められた。 

先行研究では，これまで 1 kgf，10 kgf の順序で牽引が行われていたという測定順序

の問題点があった（中川ら, 2011 ; 中川ら, 2012 ; 中川ら, 2013）。本研究ではこの順

序効果を相殺した上で，股関節マイクロ牽引（1 kgf 牽引）が腰下肢部柔軟性を向上さ

せることを示した。股関節マイクロ牽引では，ゆっくりと股関節を伸張することや，

被験者の内省報告においてほとんどの者が「牽引感を感じない」と答えている。牽引

肢位は，屈曲 30°，外転 30°，軽度外旋となる股関節ゆるみの肢位（loose-packed 

position）であった。この肢位は，関節に生じるストレスが最小となる肢位であると報

告されている（Magee, 2008）。また関節包や靭帯が緩み，関節面が最も離開している

肢位であり，外力によって容易に動揺すると報告されている（Magee, 2008）。この外

力によって容易に動揺し易い状況下における低強度の長軸牽引が，股関節アライメン

トの整合性を向上させたと考えられる。このことが関節可動域制限因子を除去し，腰
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下肢部柔軟性を向上させたと示唆される。一方，Goldie & Reichmann（1977）は，

頚椎牽引で 15.3 kgf の高牽引力でも X 線学的に椎間板高の開大を見ない症例が多いこ

とを報告し，牽引中に頸部周囲筋が収縮するためではないかと推察している。また岡

崎ら（1969）は，牽引力を増していくと頚部脊柱の長さが短縮する傾向を示す症例が

あることを見出し，頚部周囲筋の反射的筋収縮の可能性を示唆した。つまり，強い力

による牽引では，牽引部位が引っ張られることに対抗する防御的活動が行われている

ことが考えられる。このことより，10 kgf 牽引では，股関節周囲筋や靭帯，関節包の

緊張をもたらし，腰下肢部柔軟性を改善させなかったのではないかと考えられる。    

また，先行研究では（中川ら, 2011 ; 中川ら, 2012 ; 中川ら, 2013），SLR 角度は常

に 1 名の検者で測定するという客観性の問題点があったが，本研究における SLR 角度

に検者間の差異は認められなかった。この要因の一つとして， SLR 角度測定におけ

る検者 2 名のエンドフィール感覚が実技教育で統一されていたことが考えられる。 

エンドフィールとは，SLR 角度測定時に下肢挙上の最終可動域で感じる抵抗感のこ

とである。一般的に関節可動域の測定誤差は 4-5˚ とされ（洲川・石神，1996; 山崎， 

1987）， 10˚ 以内とするものもある（宮前・小川, 1978; Wilmer & Elkins, 1947; 道

山・久米, 1997）。本研究において検者 A と検者 B の測定値の差異は 1-2°であり，か

なり精度が高く関節可動域を測定できていたと示唆される。また，関節可動域の測定

における再現性は，同一検者内よりも検者間の方が低くなることが報告されているが

（Gajdosik & Bohamon, 1987），検者が被験者のエンドフィールを感じながら測定す

ることで高くなることが報告されている（神谷・巽, 2015）。つまり，このエンドフィー

ルを使った測定方法が客観性を高めていると示唆される。エンドフィールにあたる検

者の手掌にかかった最大 SLR 角度での下肢抵抗力（伸張強度）には，すべての要因に

有意な主効果，交互作用は認められなかった。つまり，検者 2 名は，同じ程度のエン

ドフィールを感じながら SLR 角度の測定ができていたと考えられる。さらに，重島ら

（2007）は，SLR 角度，股関節屈曲可動域の測定における学生と理学療法士の差異を
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検討し，傾斜角度計を用いることの有用性を示している。本研究においても SLR 角度

の測定に傾斜角度計を用いたことで検者間の測定誤差が小さくなったと考えられる。 

 

注 4：股関節屈曲 30˚ で，最大外転・内転角度を他動的に測定し，その中間位とし

た。股関節外転約 30°となる。 
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n=12   検者 A   検者 B 

  牽引条件 前 後   前 後 

SLR 角度（°） 
1 kgf 55.8±10.8 66.1±9.5 

 
57.0±11.1 67.0±11.4 

10 kgf 56.0±12.3 58.0±11.6   57.5±10.6 60.8±9.0 

伸張強度

（Nm） 

1 kgf 16.4±2.7 17.0±3.4 
 

16.9±2.7 17.5±3.7 

10 kgf 16.1±2.7 17.6±4.4   16.6±2.9 18.2±3.4 

表 3. 検者 A と検者 B における各条件による牽引前後の SLR 角度，伸張強度 

の平均値と標準偏差 
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写真 2. 自動間欠牽引装置（OG 技研社製，OL-1100） 
（出典：中川ら(2010). 日本カイロプラクティック徒手医学会誌より転載許可を得て引用） 
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写真 3. 股関節牽引における手順   
①徒手による牽引感覚と②装具による牽引感覚に差異がないことを確認し，③牽引を施行 

①  ②  

③ 



44 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4. 腰下肢部柔軟性（SLR 角度）測定方法 
（出典：中川ら(2013). 日本カイロプラクティック徒手医学会誌より転載許可を得て引用） 
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図 5. 牽引条件と検者の順序効果を除くカウンターバランスを用いた実験プロトコル 
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第５章 研究課題２：股関節マイクロ牽引が大腿部筋硬度に及ぼす影響の検証 

 

１．目的 

これまでの先行研究で股関節マイクロ牽引の腰下肢部柔軟性の向上が明らかにされ

た（中川ら, 2011 ; 中川ら, 2012 ; 中川ら, 2013）。研究課題１では，股関節マイクロ

牽引による腰下肢部柔軟性向上の客観性が確認された。SLR 角度は股関節屈曲方向へ

の可動域を計測したものである。股関節屈曲の制限因子は，ハムストリングス，殿筋

等の股関節周囲筋や靭帯，脊柱起立筋等の背部筋の緊張である。したがって，股関節

マイクロ牽引による腰下肢部柔軟性の向上には，これらの筋緊張の緩和が及んでいる

と考えられる。しかし，股関節マイクロ牽引がどの筋に弛緩作用が及ぼすのか検討さ

れていない。 

筋硬度は，筋の緊張や張りなどに垂直圧力をかけ，その抵抗力を数値化したもので

あり，筋が緊張したり疲労した時，大きな値が計測され，弛緩した時は小さな値が計

測される。そのため運動による疲労や種々の療法による筋の緊張や弛緩を評価するこ

とができる（梨本ら, 2012; 木村ら, 2007）。したがって，マイクロ牽引が大腿部筋や

股関節周囲筋に弛緩作用を持つのであれば，それら筋群の筋硬度にも影響すると考え

られる。 

本研究の目的は，股関節牽引における牽引力（1 kgf, 10 kgf）の違いが，筋スティッ

フネスに及ぼす影響を検討し，股関節マイクロ牽引が股関節屈曲方向の制限因子であ

る大腿部筋硬度に及ぼす影響を明らかにすることであった。 

 

２．方法 

2.1. 被験者 

被験者は，下肢や腰部に傷害をもたない健常男性 8 名（21.6±1.1 years）とした。

被験者の身体特性は，身長 169.5±5.1 cm，体重 65.0±10.6 kg，BMI 22.7±4.3 kg/m2 
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であった。被験者には研究の趣旨および方法を口頭で説明し，文章で同意を得たのち

に実験を実施した。 

 

2.2. 股関節牽引方法 

牽引装置・牽引方法は，第 4 章における方法で述べた股関節牽引方法と同じであっ

た。 

 

2.3. 筋硬度測定方法 

仰臥位で右大腿部の大腿外側部（外側広筋部，大腿二頭筋部，大腿筋膜張筋部），大

腿中央部（大腿直筋下部，大腿直筋中央部），大腿内側部（内側広筋部，半膜様筋部，

薄筋部）の 8 ヵ所をマークし，筋硬度の測定をした（図 6）。各部位での測定を 3 回繰

り返し，その平均値を代表値として用いた。筋硬度の測定には，筋硬度計（TRY-ALL

社製, TDM-Z1）を使用し，各部位での測定を 3 回繰り返し，その平均値を代表値とし

て用いた。筋硬度計のプローブを測定部位に当てた状態で，上部のハンドルを押圧し，

荷重がおおよそ 14.71 N になった時に測定子が受ける反力を測定した。その数値 T

（トーン）を N ＝ 0.0238 T + 0.532 の式に当てはめ，単位を N（ニュートン）に変

換した。 

 

2.4. 実験手順 

牽引強度は，1 kgf と 10 kgf の 2 条件とした。被験者は，まず右側大腿部の筋硬度

の測定を受けた。その後，右側股関節牽引を受けた。牽引後，再度右側大腿部の筋硬

度の測定を受けた。 

牽引順序は，1 kgf 牽引，10 kgf 牽引の順で行う被験者 4 名と 10 kgf 牽引，1 kgf

牽引の順で行う被験者 4 名を無作為に割り当てられた。各牽引条件は，1 週間以上の

期間を空けて実施された。 
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2.5. 統計分析 

各測定部位の筋硬度について，牽引条件の違い（1 kgf，10 kgf 条件）と牽引前後の

違いによる繰り返しありの 2 要因分散分析を行った。有意な F 値が得られた場合，

Bonferroni 法による多重比較検定を行った（IBM， SPSS 19 J for Windows）。統計

的有意水準は 5% 未満とした。 

 

３． 結果 

表 4 には，各測定部位の牽引前後における筋硬度の平均値と標準偏差を示す。 

筋硬度は，1 kgf 牽引後に小さくなり，10 kgf 牽引後に大きくなる傾向を示した。

各測定部位の筋硬度について 2 要因分散分析を行った結果，大腿直筋下部，外側広筋

部，半膜様筋部，大腿直筋中央部，大腿筋膜張筋部において，牽引条件の違いと牽引

前後の違いによる交互作用が認められた（F(1,7)=16.00, p<0.01; F(1,7)=9.86, p<0.05; 

F(1,7)=15.56, p<0.01; F(1,7)=7.52, p<0.05; F(1,7)=13.59, p<0.01）。多重比較の結果，

外側広筋部，大腿筋膜張筋部では，1 kgf 牽引で筋硬度の有意な減少が認められ（1.13 

vs. 1.08 N ; 1.23 vs. 1.17 N），10 kgf 牽引で有意な変化は認められなかった。また半

膜様筋部では，1 kgf 牽引で有意な変化はなかったが，10 kgf 牽引に筋硬度の有意な増

加が認められた（0.95 vs. 1.02 N）。さらに，牽引前の大腿直筋下部では，1 kgf 牽引

よりも 10 kgf 牽引で有意に小さかった（1.24 vs. 1.17 N）。半膜様筋部，大腿直筋中

央部，大腿筋膜張筋部では，牽引後において 1 kgf 牽引よりも 10 kgf 牽引の方が有

意に大きいことが認められた（0.95 vs. 1.02 N; 1.07 vs. 1.16 N; 1.17 vs. 1.23 N）。内

側広筋部，大腿二頭筋部，薄筋部については，有意な主効果，交互作用は認められな

かった（図 7）。 

 

４．考察 

本研究では，股関節マイクロ牽引が大腿部筋硬度に及ぼす影響ついて検討した。1 
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kgf 牽引では，牽引後すべての測定部位で筋硬度が減少傾向を示した。特に大腿外側

部の外側広筋と大腿筋膜張筋部で有意な減少が認められた。10 kgf 牽引では，牽引後

すべての測定部位で筋硬度が増加傾向を示し，大腿内側部の半膜様筋で有意な増加が

認められた。つまり，1 kgf 牽引が大腿前面外側部の筋硬度の改善に効果的であったの

に対し，10 kgf 牽引では大腿後面内側部の筋硬度が増加することが認められた。 

牽引肢位である股関節内旋・外旋中間位は，股関節が軽度外旋位におかれることに

なる。このリラックス状態を維持した軽度外旋位における長軸方向への微小な力によ

る牽引が，大腿外側部の外側広筋と大腿筋膜張筋部に効果的な弛緩作用を及ぼした可

能性が考えられる。大腿筋膜張筋と腸脛靭帯は連結している。また腸脛靭帯は，大臀

筋，大腿二頭筋短頭，外側広筋へも付着している（荒川, 2009）。つまり，大腿筋膜張

筋は腸脛靭帯を介して，腰下肢部柔軟性の制限因子にもなる大殿筋と大腿二頭筋と筋

膜が連結していることから，大腿筋膜張筋と外側広筋の 2 つの筋の弛緩と腰下肢部柔

軟性向上の関連性が考えられる。また大腿二頭筋部で筋硬度は減少傾向を示したもの

の，有意差は認められなかった。大腿二頭筋の起始には長頭と短頭があり，腸脛靭帯

と連結しているのは，主に短頭であることが報告されている（荒川, 2009）。したがっ

て，筋硬度測定部位は，大腿二頭筋の内側の長頭部であったため，有意差が認められ

なかったと考えられる。また腸脛靭帯は，大転子を外側部から股関節中心に向かって

押さえ込み，股関節の安定化に寄与するとされている（Song et al., 2012）。腸脛靭帯

は浅層と深層の二部に分かれており，大臀筋浅層の全線維を受ける腸脛靭帯浅層は，

脛骨外側顆に停止し，腸脛靭帯の深層は大臀筋の深層線維の上 2/3 が移行したもので

あり，外側広筋内を貫く大腿筋膜で明瞭に仕切られた 3～5 cm の穴を通って大転子の

後に付着している（松原・三木, 2009）（図 8）。したがって，大腿筋膜張筋の緊張の弛

緩により大腿骨が腸脛靭帯の圧迫力から開放されることで，股関節の可動をスムーズ

にし，腰下肢部柔軟性が向上すると考えられる。 

一方，10 kgf 牽引では，大腿内側部の半膜様筋で有意な筋硬度の増加が認められた。
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つまり，牽引肢位である外転・内転中間位は外転約 30°のため，外転方向への強い牽

引に抵抗するため，股関節を内に閉めるような防御的な緊張を生じさせ，大腿内側の

半膜様筋に有意な筋硬度の増加を生じさせた可能性が考えられる。  
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1kgf 牽引  10kgf 牽引 

   n=8 pre post  pre post 

大腿直筋下部(N) 1.24±0.07 1.19±0.07  1.17±0.09 1.22±0.08 

外側広筋部(N) 1.13±0.11 1.07±0.09  1.06±0.06 1.13±0.07 

内側広筋部(N) 1.07±0.10 1.05±0.10  1.04±0.07 1.08±0.11 

大腿二頭筋部(N) 1.20±0.13 1.17±0.10  1.19±0.10 1.22±0.01 

半膜様筋部(N) 0.98±0.16 0.95±0.13  0.95±0.11 1.02±0.11 

大腿直筋中央部(N) 1.10±0.13 1.07±0.10  1.11±0.11 1.16±0.12 

大腿筋膜張筋部(N) 1.23±0.11 1.17±0.09  1.18±0.08 1.23±0.09 

薄筋部(N) 0.79±0.11 0.77±0.12  0.80±0.10 0.81±0.09 

表 4. 各測定部位の牽引前後における筋硬度の平均値と標準偏差 
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図 6  右大腿部における筋硬度測定部位 (前面・後面) 
（出典：中川ら(2013). 日本カイロプラクティック徒手医学会誌より転載許可を得て引用） 
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図 7.  1 kgf 牽引，10 kgf 牽引による牽引前後の大腿部筋硬度 

 

a：pre＜post 
b：pre＞post  
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図 8. 大臀筋の腸脛靭帯（深層）停止付近の形態 
（出典：松原ら(1999). 神戸大学医学部保健学科紀要を改変して記載） 
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第６章 研究課題３：股関節マイクロ牽引が脊髄興奮性に及ぼす影響 

 

１．目的 

股関節マイクロ牽引の腰下肢部柔軟性向上（中川ら, 2011 ; 中川ら, 2012 ; 中川ら, 

2013）の要因は，SLR 角度の制限因子であるハムストリングス，殿筋等の股関節周囲

筋や靭帯，脊柱起立筋等の背部筋の筋弛緩であると考えられる。筋弛緩のメカニズム

は，マイクロ牽引により筋紡錘等の関節受容器が刺激され，脊髄介在ニューロンに刺

激が上行し，運動神経が抑制されることで筋弛緩が生じると考えられる。脊髄興奮性

が増すと骨格筋は収縮し，脊髄興奮性が抑制されると骨格筋は弛緩する。つまり股関

節マイクロ牽引で筋弛緩作用が得られるのは，固有受容器などへの刺激が，中枢神経

系の指標であるα運動ニューロンの興奮性を抑制していることが考えられる。しかし，

股関節マイクロ牽引の弛緩作用には，脊髄興奮性が関係しているのか検討されていな

い。 

先行研究では，ストレッチングによる柔軟性向上の作用機序を明らかにするために，

誘発筋電図が用いられている。中村ら（2014）は，ヒラメ筋に対するスタティックス

トレッチング効果を，H/ M 波の最大振幅比を指標に検討した。その結果，スタティッ

クストレッチング後で有意に低値を示したと報告した。つまり，スタティックストレッ

チングは脊髄興奮性を抑制することが示唆された。Robertson（2012）は，ヒラメ筋

に対するスタティックストレッチング中に H 波が減少することを報告した。H 波の減

少は，ストレッチングの筋伸張により，錘内筋線維または固有受容器における感受性

の機能低下し，Ia 線維の入力が減少したことを表すと報告されている（Weir 

et.al,.2005）。 

小山ら（2007）は，上肢に他動的に関節牽引操作を加えたときに，対側ヒラメ筋の

脊髄運動ニューロンの興奮性にどのような影響を及ぼすかについて検討し，牽引量（3 

kgf，6 kgf，9 kgf）が増えるとその興奮性も高まり，6 kgf 牽引以上で有意に高くなっ
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たことを報告した。Hiraoka & Nagata （1998）は,  関節牽引による固有受容器への

刺激や牽引強度による違いを捉えるために，頚椎牽引の牽引強度の違い（3 kgf，6 kgf，

9 kgf）が橈側手根屈筋の H 波に及ぼす影響について検討した。その結果，各牽引強度

で H 波は促進し，特に 3 kgf で H 波の興奮性が高まることを報告している。小山ら

（2007）と，Hiraoka & Nagata（1998）の報告は，牽引強度の点で相反しているが，

牽引の施行によってα運動ニューロンの興奮性が促進されることを明らかにしている。 

H 波は，筋紡錘からの入力線維である Ia 感覚入力に対してα運動ニューロンが発火

した結果生じる複合筋電位である。これに対し F 波は，両側方向性伝導で運動神経線

維を逆行性に伝導したインパルスが脊髄前角細胞を興奮させ，それによって生じた自

己興奮インパルスが同じ運動神経線維を順行性に下行して誘発した筋活動電位である

（廣瀬, 2007）。F 波の出現頻度は，振幅とともに運動ニューロンの興奮性の指標とし

ても利用し得る（Yokota et al.,1992）。つまり，H 波と比較し，F 波は運動ニューロ

ンの興奮性のみの影響を受けることから，脊髄興奮性の影響を検討するために F 波の

測定は有用である。これらのことから，股関節マイクロ牽引の腰下肢柔軟性向上の作

用機序の 1 つの要因として，関節固有受容器への刺激による脊髄運動ニューロンの興

奮性の抑制の可能性が考えられる。 

本研究の目的は，股関節牽引法の牽引力の違いがヒラメ筋 F 波に及ぼす影響を検討

し，股関節マイクロ牽引による腰下肢部柔軟性の向上が脊髄運動ニューロンの興奮性

と関係するのかどうかを明らかにすることであった。 

 

２．方法 

2.1. 被験者 

被験者は，下肢や腰部に傷害をもたない健常男性 10 名（21.6±0.5 years）とした。

被験者の身体特性は，身長 170.0±3.7 cm，体重 59.9±5.3 kgf，BMI 20.7±1.7 kgf/m2 

であった。被験者には研究の趣旨および方法を口頭で説明し，文章で同意を得たのち
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に実験を実施した。 

 

2.2. 股関節牽引方法 

牽引装置・牽引方法は，第 4 章における方法で述べた股関節牽引方法と同じであっ

た。 

 

2.3. 誘発筋電図測定 

誘発筋電の測定には，誘発電位検査装置コンパス E/M（Nicolet 社製）を使用した。

刺激神経は右後脛骨神経とし，被験筋は右ヒラメ筋とした（写真 5）。ヒラメ筋 F 波の

収集方法及び分析方法について，後脛骨神経への刺激強度は，M 波が最大となる刺激

強度の 120 ％に設定し，刺激頻度 1.0 Hz で 32 回繰り返し刺激した。刺激電極は 2 極

の表面刺激電極を用いた（電極間 150mm）。F 波の記録には Ag/AgCl ディスポーザブ

ル電極を用い，ヒラメ筋の筋腹上に配置した（電極間 1200mm）。サンプリング周波

数 4kHz，ハイパスフィルター2kHz，ローパスフィルター20Hz とし，分析対象波形

は 32 回刺激の全波形とした。コンパス E/M で増幅した信号は，パソコンに取り込ん

で記録した。分析方法は，F 波のピーク値までの時間（F 波潜時），F 波振幅の頂点間

（F 波振幅），M 波最大振幅における F 波の大きさの比（F/M 波比），F 波出現頻度を

求めた。F 波の出現例を図 9 に示す。F 波振幅は，F 波の峰の谷からピーク値までの

高さを計測した。 

 

2.4. 実験手順 

牽引強度は，コントロール，1 kgf と 10 kgf の３条件とした。被験者は，まず右側

ヒラメ筋 F 波の測定を受ける。その後，右側股関節牽引を受ける。牽引後，右側ヒラ

メ筋 F 波の測定を受ける。被験者と条件間の測定順序の割り付けには，ラテン方格を

用いた。コントロール，1 kgf 牽引，10 kgf 牽引の順で行う被験者 2 名，コントロー
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ル，10 kgf 牽引，1 kgf 牽引の順で行う被験者 2 名，1 kgf 牽引，10 kgf 牽引，コント

ロールの順で行う被験者 2 名，1 kgf 牽引，コントロール，10 kgf 牽引の順で行う被

験者 2 名，10 kgf 牽引，コントロール，1 kgf 牽引の順で行う被験者 1 名，10 kgf 牽

引，1 kgf 牽引，コントロールの順で行う被験者 1 名を無作為に割り当てた。各条件間

は 5 日間以上期間を空けて行った。 

 

2.5. 統計分析 

F 波潜時，F 波振幅，F/M 波比，F 波出現頻度について，牽引条件の違い（1 kgf，

10 kgf 条件）と牽引前後の違いによる繰り返しありの 2 要因分散分析を行った。有意

な F 値が得られた場合，Bonferroni 法による多重比較検定を行った（IBM， SPSS 19 

J for Windows）。統計的有意水準は 5% 未満とした。 

 

３．結果 

表 5 には，各条件の牽引前後における F 波潜時，F 波振幅，F/M 波比，F 波出現頻

度の平均値と標準偏差を示す。 

F 波潜時，F 波振幅，F/M 波比，F 波出現頻度について，牽引条件と牽引前後の要

因に対する 2 要因分散分析を行った結果，F 波潜時，F 波振幅，F/M 比，F 波出現頻

度のすべての要因において，有意な主効果，交互作用は認められなかった（図 10）。 

 

４． 考察 

F 波は，運動神経末梢部刺激によるα運動ニューロンの逆行性興奮によるものとさ

れ，（関西理学療法学会, 2007），賦活される個々の運動単位は M 波と同一である。よっ

て F 波は求心性，遠心性経路ともα運動線維軸索を経て出現するものである。また F

波は，筋の等尺性収縮による運動ニューロン興奮性の増加で出現率の増加し，振幅が

増大することが報告されている（藤原,2004）。出現頻度は，F 波の波形に参加する運
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動単位数に影響され，振幅の F/M 比は運動単位の興奮度の上昇を示す (Schiller & 

Stalberg, 1978; 小松, 1988）。本研究では，股関節マイクロ牽引（1 kgf 牽引）がヒ

ラメ筋 F 波の興奮性に及ぼす影響について検討した。その結果，1 kgf，10 kgf 牽引

後のどちらにおいてもヒラメ筋 F 波に有意な変化は認められなかった。したかがって，

股関節マイクロ牽引（1 kgf 牽引）は，10 kgf 牽引ともにα運動ニューロンの興奮性を

変えるものではなく，股関節マイクロ牽引は，脊髄運動ニューロンの興奮性を抑制す

るものではないことが明らかとなった。 

ストレッチングによる脊髄興奮性への影響について，吉崎ら（2006）は，下腿三頭

筋の他動的ヒラメ筋 H 波の変動を検証し，ストレッチング直後と 1 分後にヒラメ筋 H

波の振幅が減少し，脊髄興奮性が低下することを示唆した。それに対し，股関節マイ

クロ牽引後においては，F 波振幅の変化は認められなかった。股関節マイクロ牽引の

腰下肢部柔軟性を向上させていないことが示唆された。スタティックストレッチング

では，関節を伸ばしたときゴルジ腱器管がその刺激を受容し，求心性 Ib 線維を介して，

脊髄後角までインパルスが伝播され，介在ニューロンが脊髄運動ニューロンの興奮性

を抑制し，筋緊張を低下させる（鈴木, 2013）。つまり股関節マイクロ牽引の腰下肢部

柔軟性向上の効果（研究課題 1）や大腿部前面外側筋の弛緩（研究課題 2）は，スタティッ

クストレッチングの作用機序とは異なると考えられる。また股関節マイクロ牽引は，

脊髄運動ニューロンの興奮性を抑制するものではないことから神経生理学的要因とは

別の作用機序が働いていると示唆される。それは，股関節ゆるみの肢位（loose-packed 

position）での低強度牽引による解剖学的アライメントの改善である。 
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  コントロール条件  1kgf 牽引  10kgf 牽引 

   n=10 pre post  pre post  pre post 

F 波出現率(%) 81.9 ±9.4 81.3±10.8  81.3±15.4 76.8±14.4  82.2±14.7 75.1±20.2 

F 波潜時(ms) 33 ± 1 33 ± 1  33 ± 1 33 ± 2  34 ± 2 33 ± 2 

F 波振幅(µV) 211 ± 42 198 ± 54  169 ± 42 162 ± 54  184 ± 50 197 ± 84 

振幅 F/M 波比(%) 0.9 ± 0.3 0.9±0.2  1.1 ± 0.3 1.1 ± 0.4  1.1 ± 0.3 1.2 ± 0.2 

表 5. 各条件の牽引前後における F 波潜時，F 波振幅，F/M 波比，F 波出現頻度の
平均値と標準偏差 
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写真 5. ヒラメ筋 F 波の測定 
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図 9. F 波の出現例 
 

F 波 

500µV/Div 
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図 10. 各条件の牽引前後における F 波出現率，F 波潜時，F 波振幅，F/M 波比 
 

F 波出現率 F 波潜時 

F 波振幅 振幅 F/M 波比 
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写真 6. 股関節ゆるみの肢位（loose-packed position） 
     （股関節屈曲 30°，外転 30°，軽度外旋の肢位） 
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第７章 研究課題４：股関節マイクロ牽引が非特異的腰痛の腰痛感に及ぼす即時的効果 

 

１．目的 

腰痛の発症や慢性化には，心理的なストレスが関与しており，画像検査などでも原

因が特定できない腰痛（非特異的腰痛）が大半を占める（日本整形外科学会・日本腰

痛学会, 2012）。この非特異的腰痛は，いわゆるぎっくり腰やストレスが原因となって

いるものを含み，全体の 85％を占めるという報告がある（Deyo et al., 1992）。つまり

腰痛は，明確な診断や治療方針を決めることが困難な症状でもある。腰痛や股関節障

害などに伴う股関節の可動域制限は，臨床上，よく見られる所見である（吉田・見松, 

2005; 佐藤, 2006）。また SLR 角度や体幹前屈可動域等の評価項目は，腰痛評価の指

標として用いられることが多い（佐藤, 2006; Ekedahl et al., 2010; 小田ら 2002）。動

作中の股関節可動域の減少は，腰部の回旋ストレスへの増大へ連鎖するという報告（阿

部ら, 1999）や，股関節可動域の低下や下肢スティッフネスの増大は，代償的に腰椎

骨盤及びその周囲筋への負荷を増大させ，腰痛を悪化させることが示唆されている（井

上ら, 2013; 福本ら, 2014）。つまり腰痛の原因に股関節可動域制限があり，それを改

善することで腰痛症状が改善させると考えられる。股関節マイクロ牽引に関する先行

研究では，腰下肢部柔軟性の向上が明らかにされており，（中川ら, 2011 ; 中川ら, 

2012 ; 中川ら, 2013）。研究課題１では，その客観性が確認されている。したがって，

股関節マイクロ牽引による腰下肢部柔軟性の向上は，腰痛症状を改善させると考えら

れる。 

本研究の目的は，股関節牽引における牽引力（1 kgf, 10 kgf）の違いが，腰痛者を

対象に，SLR 角度，主観的腰痛感，腰部圧痛閾値に及ぼす影響について検討し，非特

異的腰痛保持者の股関節可動域と主観的腰痛感に及ぼす影響を明らかにすることで

あった。 
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２．方法 

2.1. 被験者 

被験者は，片側に腰痛があり，他の既往を持たない男子学生 12 名（21.2±0.6 years）

とした。被験者の身体特性は，身長 169.9±5.1 cm，体重 61.6±4.4 kg，BMI 21.3

±1.1 kg/m2であった。腰椎椎間板ヘルニア，分離すべり症，脊柱管狭窄症などの病変

が認められる腰痛被験者は除外した。片側の腰痛については，被験者の自覚症状と検

者による腰痛部位の触診で判断し，18 名の腰痛被験者から 12 名を抽出した（左側腰

痛 5 名，右側腰痛 7 名）。全対象者に対して，本研究の目的・方法を説明し，協力の同

意を得て実施した。被験者には研究の趣旨および方法を口頭で説明し，文章で同意を

得たのちに実験を実施した。 

 

2.2. 股関節牽引方法 

牽引装置・牽引方法は，第 4 章における方法で述べた股関節牽引方法と同じであっ

た。 

 

2.3. SLR 角度測定 

SLR 角度測定は，第 4 章における方法で述べた SLR 角度測定と同じであった。 

 

2.4. 腰痛感の主観的評価 

腰痛感と体幹前屈時の大腿後面のつっぱり感の主観的評価には，VAS を用いた。

VAS は 100 mm の目盛りのない横線上で，両端を最小と最大の症状とし，現在の症状

の程度を記入させ，その値を最小点から測定し，ミリメートル単位で記録した。 

 

2.5. 圧痛閾値測定法 

圧痛測定は，検者の母指を用い直径 5 mm のひずみゲージで腰痛側と非腰痛側の仙
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腸関節部，腸骨稜部，脊柱起立筋部に対して徐々に圧を加えていき，被験者が痛みを

感じた数値を 1/10 ニュートン単位で測定した（昭和測器, DS-6000）。計測肢位は座位

で行った（写真 7） 

 

2.6. 実験手順 

それぞれの被験者の腰痛側の股関節に対し，牽引を行った。牽引条件は，無牽引の

コントロール条件，1 kgf または 10 kgf の３条件であった。各条件間は 5 日間以上期

間を空けて行った。被験者と条件間の測定順序の割り付けには，ラテン方格を用いた。

被験者は，まず SLR 角度測定を受け，腰痛感と体幹前屈時の大腿後面のつっぱり感の

visual analogue scale（VAS）の主観的評価を行った。次に坐位で，腰痛側と非腰痛

側の仙腸関節部，腸骨稜部，脊柱起立筋部の圧痛閾値の測定を受ける。その後，仰臥

位で腰痛側の股関節牽引を受ける。牽引後，再度，SLR 角度測定を受け，腰痛感 VAS

と体幹前屈時 VAS の主観的評価を行い，圧痛閾値の測定を受けた。 

 

2.7. 統計分析 

統計処理は，SLR 角度と圧痛閾値について，牽引条件の違い（コントロール，1kgf，

10kgf 条件）と牽引前後の違い，牽引側の違い（あり，なし）による繰り返しありの 3

要因分散分析を行った。VAS については，牽引条件の違いと牽引前後の違いによる繰

り返しありの 2 要因分散分析を行った。有意な F 値が得られた場合，Bonferroni 法に

よる多重比較検定を行った（IBM SPSS 19 J for Windows）。統計的有意水準は 5% 未

満とした。 

 

３．結果 

表 6 には，各条件の牽引側と非牽引側の牽引前後における SLR 角度と仙腸関節部，

腸骨稜部，脊柱起立筋部の圧痛閾値の平均値と標準偏差を示す。表 7 には，各条件の
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牽引前後における腰痛感 VAS と体幹前屈時 VAS の平均値と標準偏差を示す。 

SLR 角度について牽引条件（コントロール，1kgf，10kgf），牽引前後，牽引側（あ

り，なし）の要因に対する 3 要因分散分析を行った結果，牽引前後の要因に主効果が

みられた（F(1,11)=128.74, p<0.01）。さらに，牽引条件，牽引前後，牽引側の 3 つの

要因に交互作用が認められた（F(2,22)=25.70, p<0.01）。2 次の交互作用が認められた

ため，牽引側と非牽引側について下位検定を行った。 

牽引側について牽引条件と牽引前後の違いによる２要因分散分析を行った結果，牽

引前後の要因に主効果がみられ（F(1,11)=104.82,p<0.01），2 つの要因に交互作用が認

められた（F(2,22)=43.60, p<0.01）。多重比較の結果，SLR 角度は 1 kgf 牽引条件に

おいて，牽引前（63.1°）より牽引後（76.0°）有意に増加し，コントロール条件と

10 kgf 牽引条件では，牽引前後で有意差は認められなかった（図 11 (A)）。非牽引側

について牽引条件と牽引前後の違いによる 2 要因分散分析を行った結果，牽引前後の

要因に主効果がみられたが（F(1,11)=65.50 p<0.01），他の要因による主効果，交互作

用は認められなかった（図 11(B)）。つまり全ての条件において牽引前（67.7°）より

も牽引後（70.3°）で有意に大きくなった。 

腰痛 VAS については，牽引条件，牽引前後の要因に対する 2 要因分散分析を行った

結果，牽引前後において主効果が認められ（F(1,11)=21.88, p<0.01），牽引条件と牽引

前後の 2 つの要因に交互作用が認められた（F(2,22)=17.14, p<0.01）。多重比較の結果，

腰痛 VAS は 1 kgf 牽引条件において，牽引前（42 mm）より牽引後（20 mm）の方

が有意に小さく，コントロール条件と 10 kgf 牽引条件では，牽引前後で有意差は認め

られなかった（図 12）。 

体幹前屈 VAS について，2 要因分散分析を行った結果，牽引前後の要因に対する主

効果が認められた（F(1,11)=142.12, p<0.01）。また牽引条件と牽引前後の 2 つの要因

に交互作用が認められた（F(2,22)=6.48, p<0.01）。多重比較の結果，体幹前屈 VAS は

1 kgf 牽引条件において，牽引前（58 mm）より牽引後（36 mm）の方が有意に小さ
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く，コントロール条件と 10 kgf 牽引条件では，牽引前後で有意差は認められなかった

（図 12）。 

各測定部位（仙腸関節部，腸骨稜部，脊柱起立筋部）の圧痛閾値は，表 6 に示すと

おりであった。仙腸関節部の圧痛閾値について 3 要因分散分析を行った結果，牽引前

後の要因に主効果がみられた（F(1,11)=15.93, p<0.01）。さらに，牽引条件，牽引前後，

牽引側の 3 つの要因に交互作用が認められた（F(2,22)=7.37, p<0.01）。2 次の交互作

用が認められたため，牽引側と非牽引側について下位検定を行った。牽引側について

牽引条件と牽引前後の違いによる２要因分散分析を行った結果，牽引前後の要因に主

効果がみられ（F(1,11)=27.51,p<0.01），2 つの要因に交互作用が認められた

（F(2,22)=17.53, p<0.01）。多重比較の結果，圧痛閾値は 1 kgf 牽引条件において，牽

引前（29.4 N）より牽引後（40.2 N）有意に増加し，コントロール条件と 10 kgf 牽引

条件では，牽引前後で有意差は認められなかった。非牽引側について牽引条件と牽引

前後の違いによる 2 要因分散分析を行った結果，有意な主効果，交互作用は認められ

なかった。 

腸骨稜部の圧痛閾値について，3 要因分散分析を行った結果，牽引前後の要因に主

効果がみられ（F(1,11)=11.13, p<0.01），牽引後の圧痛閾値が有意に増加した（2.8 vs 

3.0kgf）。また牽引側と牽引前後の要因に交互作用が認められた（F(1,11)=6.71, 

p<0.05）。多重比較の結果，牽引側の圧痛閾値は，牽引前（26.5 N）より牽引後（30.4 

N）の方が有意に大きく，非牽引側の圧痛閾値は，牽引前後で有意な差は認められな

かった。また牽引条件と牽引前後の要因に交互作用が認められた（F(2,22)=13.64, 

p<0.05）。多重比較の結果，1 kgf 牽引条件の圧痛閾値は，牽引前（25.6 N）より牽引

後（32.3 N）の方が有意に大きく，他の条件では有意な差は認められなかった。つま

り，1 ㎏牽引条件において両側（牽引側・非牽引側）で上昇することが認められた。 

脊柱起立筋部においては，すべての要因に有意な主効果，交互作用は認められなかっ

た。 
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４．考察 

股関節マイクロ牽引が非特異的腰痛の腰痛感に及ぼす即時的効果について，SLR 角

度，主観的腰痛感，腰部圧痛閾値に及ぼす影響について検討した。その結果，SLR 角

度は 1 kgf 牽引条件において，牽引前より牽引後に有意に増加し，コントロール条件

と 10 kgf 牽引条件では，牽引前後で有意差は認められなかった。また，股関節 1 kgf

牽引は，腰痛感 VAS と体幹前屈時 VAS を有意に減少させることが認められた。牽引

後の圧痛閾値は，仙腸関節で牽引側が上昇し，腸骨稜部で両側（牽引側・非牽引側）

が上昇することが認められた。つまり股関節マイクロ牽引（1 kgf 牽引）は非特異的腰

痛保持者の腰下肢部柔軟性を向上させ，主観的腰痛感，腰部圧痛の改善に効果的であ

ることが示唆された。    

股関節マイクロ牽引による主観的腰痛感の有意に改善は，股関節の柔軟性の向上が

関連していると考えられる。腰痛の評価法として，SLR 角度を用いることの有用性が

示されている（佐藤, 2006; Ekedahl et al., 2010; 小田ら, 2002）。また股関節可動域の

減少は，腰部の回旋ストレスを増大させ（阿部ら, 1999），代償的に腰椎骨盤及びその

周囲筋への負荷が増すため，腰痛を悪化させるとの報告がある（井上ら, 2013;福本ら, 

2014）。股関節マイクロ牽引は，腰痛保持者の腰痛側（牽引側）の股関節可動域を向

上させるため，腰部の回旋ストレスが減少し，腰椎骨盤及びその周囲筋への負荷が低

下することで腰痛 VAS と体幹前屈時 VAS が減少したと考えられる。 

圧痛閾値は，股関節マイクロ牽引の施行後に仙腸関節の牽引側と，腸骨稜部の両側

（牽引側・非牽引側）で上昇することが認められた。圧痛閾値は筋の緊張状態で変化

するため，筋が弛緩したことによって，圧痛が改善したと考えられる。牽引側の仙腸

関節部と腸骨稜部と圧痛閾値の上昇は，1 kgf 牽引における大腿後面の弛緩が，腸骨稜

に付着する腰方形筋や脊柱起立筋等の弛緩を引き起こしたと考えられる。研究課題 2

で，股関節マイクロ牽引後，大腿前面外側部（大腿筋膜張筋部，外側広筋部）の筋硬

度の低下が認められた。大腿筋膜張筋は，腸脛靱帯と繋がっているため，腸脛靱帯を
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介して連結している大腿後面筋の大殿筋，大腿二頭筋短頭（荒川, 2009）のスティッ

フネスも軽減していると示唆される。よって，1 kgf 牽引における大腿後面の弛緩が，

アナトミートレイン（Thomas, 2009）の中で述べられている浅後線の筋膜の結合に

沿って腸骨稜に付着する腰方形筋や脊柱起立筋等の筋緊張の弛緩を引き起こしたと考

えられる。アナトミートレインとは，頭から足まで，また中心部から末梢までを結合

しながら人体を蛇行する骨と筋膜の結合のことである。浅後線はアキレス腱，ハムス

トリング，仙結節靭帯，胸腰筋膜，脊柱起立筋を通過するラインであり，このライン

に沿って筋緊張が緩和されることで，仙腸関節部と腸骨稜部の圧痛が改善したと考え

られる。また，牽引を施行していない非牽引側の腸骨稜部の圧痛閾値の上昇と SLR 角

度の増加がみられたことは，牽引側の股関節アライメントの整合性が向上し，大腿骨

大転子・小転子と腸骨を連結する中殿筋，小殿筋，腸腰筋等の股関節周囲筋のスティッ

フネスが改善し，骨盤アライメントを適正化したことが考えられる。その結果，骨盤

アライメントの適正化が非牽引側の骨盤付着筋等を弛緩させ，腸骨稜部の軟部組織の

負荷が減少したことが考えられる。 
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    牽引側  非牽引側 

n=12   コントロール条件 1kgf 条件 10kgf 条件   コントロール条件 1kgf 条件 10kgf 条件 

SLR 角度（°） 

pre 65.5±9.6 63.1±8.7 64.9±9.0   67.7±9.8 68.8±11.6 66.9±10.3 

post 69.1±9.4 76.0±6.9 68.8±9.0   69.6±10.5 71.5±11.0 70.1±10.0 

仙腸関節部（N） 

pre 33.3±10.8 29.4±7.8 31.4±8.8   37.2±9.8 35.3±4.9 38.2±8.8 

post 32.3±11.8 40.18±7.8 31.4±6.9   38.2±8.8 38.2±6.9 39.2±6.9 

腸骨稜部（N） 

pre 27.4±4.9 24.5±2.9 25.5±3.9   32.3±6.7 26.5±3.9 27.4±3.9 

post 28.4±6.9 34.3±6.9 27.4±3.9   29.4±4.9 30.4±5.9 29.4±6.9 

脊柱起立筋部（N） 

pre 40.2±5.9 38.2±5.9 37.2±7.8   45.1±8.8 39.2±4.9 39.2±6.9 

post 38.2±7.8 43.1±7.8 40.2±7.8   44.1±9.8 43.1±5.9 38.2±6.9 

表 6. 牽引側と非牽引側の牽引前後における SLR 角度と仙腸関節部，腸骨稜部，
脊柱起立筋部の圧痛閾値の平均値と標準偏差 
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  コントロール  1kgf 牽引  10kgf 牽引 

   n=12 pre post  pre post  pre post 

腰痛感

VAS(mm) 
40 ± 20 34 ± 17  42 ± 17 20 ± 9  38 ± 14 37 ± 14 

前屈時

VAS(mm) 
56 ± 18 47 ± 16  58 ± 16 36 ± 18  54 ± 14 52 ± 17 

表 7. 各牽引条件における牽引前後の腰痛感 VAS と体幹前屈時 VAS の         
平均値と標準偏差 
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写真 7.  母指を用いた左腸骨稜の圧痛閾値の測定例 
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b：pre＞post  

a：pre＜post  

図 11. 牽引側(A)と非牽引側(B)における各牽引条件の牽引前後 SLR 角度 

a 
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b：pre＞post  

a：pre＜post  

b 

腰痛感 VAS 

図 12. 各牽引条件における牽引前後の腰痛感 VAS と体幹前屈時 VAS 
 

体幹前屈時 VAS 

b 
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第８章 研究課題５：股関節マイクロ牽引が股関節外転力に及ぼす影響 
 

１．目的 

股関節の筋力は，歩行動作や階段昇降動作などの日常生活動作を行う上で，重要な

身体機能を担っている。最大歩行速度には，膝伸展力が大きく関与しているが，快適

歩行速度には股関節外転力が関与していることが知られている（Bohannon, 1997）。

また，股関節外転力は，骨盤を水平面に保つ働きを担っている（Neumann, 2010）。

このように股関節外転力は，歩行やスポーツ動作時の安定性に関与しており，股関節

の柔軟性とともに重要である。 

股関節外転の主動筋は中殿筋，小殿筋，大腿筋膜張筋であり，腸腰筋やハムストリ

ングスと合わせて骨盤と大腿骨に付着している。つまり，これら股関節周囲筋のス

ティッフネスは，骨盤のアライメントと関連していることが考えられる。 

山田ら（2004）は，矢状面における骨盤傾斜角度をゴニオメーターで計測し，中間

位における股関節外転筋力が，前傾位，後傾位と比較し高くなることを報告した。ま

た西ら（2011）は，前額面における骨盤傾斜角度の中間位が，挙上位，下制位よりも

高い股関節外転力を有することを報告した。つまり，股関節外転力は，骨盤アライメ

ントの変化に影響されることが考えられる。 

股関節マイクロ牽引は，研究課題 1 で客観性が確認されたように，腰下肢部柔軟性

が有意に向上させることが報告されている（中川ら, 2011 ; 中川ら, 2012 ; 中川ら, 

2013）。腰下肢部柔軟性の制限因子は，ハムストリングス，殿筋等の股関節周囲筋や

靭帯，関節包，脊柱起立筋等の緊張であることから，股関節マイクロ牽引は，これら

の関節可動域制限因子を除去していることが考えられる。これは，股関節ゆるみの肢

位による牽引が，股関節の整合性を高めた結果であると推察される。 

また研究課題 2 では，股関節マイクロ牽引後，大腿筋膜張筋，外側広筋の筋硬度が

低下することを報告している。つまり，大腿部前面外側の筋スティッフネスが改善し

ていることが考えられる。大腿筋膜張筋は，腸脛靱帯と繋がっているため，腸脛靱帯
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を介して連結している大殿筋，大腿二頭筋短頭のスティッフネスも軽減していると示

唆される。また股関節マイクロ牽引による股関節アライメントの整合性は，大腿骨の

位置決めに寄与しているため，大腿骨大転子・小転子と腸骨を連結する中殿筋，小殿

筋，腸腰筋や，仙骨・恥骨を連結する短外旋筋のスティッフネスにも影響していると

推察される。これら股関節周囲の軟部組織のスティッフネス改善は，骨盤アライメン

トを適正化し，股関節外転力を向上させると推察される。 

本研究の目的は，股関節牽引法の牽引力の違いが，股関節外転力に及ぼす影響を検

討し，股関節マイクロ牽引による腰下肢部柔軟性の向上と股関節外転力の関連性を明

らかにすることであった。 

 

２．方法 

2.1. 被験者 

被験者は，下肢や腰部に傷害をもたない健常男性 8 名（22.8±2.1 years）とした。

被験者の身体特性は，身長 171.8±3.8 cm，体重 62.1±4.6 kg，BMI 21.1±1.3 kg/m2

であった。被験者には研究の趣旨および方法を口頭で説明し，文章で同意を得たのち

に実験を実施した。 

 

2.2. 股関節牽引方法 

牽引装置・牽引方法は，第 4 章における方法で述べた股関節牽引方法と同じである。 

 

2.3. 股関節外転力測定方法 

股関節外転力の測定には，筋力測定器（OG 技研社製，IsoforseGT310）を使用した。

筋力測定器の設置は，筋力測定のロードセルと壁の間にゴムシート（縦 30cm 横 30cm

厚さ 0.5cm）を挟み，筋力測定時にロードセルが動かないように固定した（写真 8）。

測定肢位は仰臥位で，股関節 20°屈曲位・20°外転位・内旋位とした。被験者には，
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測定開始肢位で壁に設置したセンサーに下腿遠位端外側部を当て，外転方向である壁

に向かって最大の力で 4 秒間センサーを押すように指示した。測定は牽引前後に左右

3 回ずつ連続で測定を行い，各々の最大筋力を計測した。それらの平均を代表値とし

て用いた 

 

2.4. 実験手順 

牽引条件は，1kgf および 10 kgf の 2 条件とした。各条件間は 5 日間以上期間を空

けて行った。牽引順序は，1 kgf 牽引，10 kgf 牽引の順で行う被験者 4 名，10 kgf 牽

引，1 kgf 牽引の順で行う被験者 4 名を無作為に割り当てた。また左右の牽引順序は，

各条件間で均等になるように割り当てた。 

被験者は，股関節外転力の筋力測定を左右両側で受ける。牽引後，再度股関節外転

力の筋力測定を受ける。 

 

2.6. 統計分析 

股関節外転力について，左右の違い，牽引条件の違い（1 kgf，10 kgf 条件），牽引

前後の違いによる繰り返しありの 3 要因分散分析を行った。有意な F 値が得られた場

合，Bonferroni 法による多重比較検定を行った（IBM，SPSS 19 J for Windows）。統

計的有意水準は 5% 未満とした。 

 

３．結果 

表 7 には，各条件の牽引前後における左右股関節外転力の平均値と標準偏差を示す。 

股関節外転力の，左右，牽引条件，牽引前後，の要因に対する 3 要因分散分析を行っ

た結果，牽引条件と牽引前後において主効果が認められ（F(1,7)=10.29 p<0.05 ; 

F(1,7)=83.06, p<0.05），牽引条件と牽引前後の 2 つの要因に交互作用が認められた

（F(1,7)=24.12, p<0.05）。多重比較の結果，左右股関節外転力は 1 kgf 牽引条件にお
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いて，牽引前（ 128.0 N）より牽引後（149.9 N）の方が有意に大きく，10 kgf 牽引

条件では，牽引前後で有意差は認められなかった（123.0 vs 124.2 N）。（図 13）。 

 

４． 考察 

股関節マイクロ牽引（1 kgf 牽引）が股関節外転力に及ぼす影響ついて検討した。股

関節外転力は 1 kgf 牽引条件において，牽引前より牽引後の方が有意に大きく，10 kgf 

牽引条件では，牽引前後で有意差は認められなかった。つまり，1 kgf 牽引は，股関節

外転力を有意に向上させることが認められた。これは股関節マイクロ牽引が骨盤アラ

イメントを改善させていることを示唆している。 

研究課題 1 で股関節マイクロ牽引の客観性が確認され，腰下肢部柔軟性が有意に向

上させることが報告されている（中川ら, 2011 ; 中川ら, 2012 ; 中川ら, 2013）。これ

は，股関節ゆるみ肢位での低強度長軸牽引が，股関節の整合性を向上させていると考

えられる。股関節の整合性は，大腿骨と寛骨の位置関係の改善をもたらすため，SLR

角度の制限因子であるハムストリングス，脊柱起立筋だけでなく，中殿筋，腸腰筋，

小殿筋，短外旋筋にも弛緩作用を及ぼすことが推察される。これら股関節周囲の軟部

組織のスティッフネスの改善が骨盤アライメントを中間位に適正化させたと示唆され

る。骨盤アライメントが中間位になることにより，主動筋である中殿筋，小殿筋，大

腿筋膜張筋のつっぱり感がとれ，股関節外転筋力が向上したと考えられる。 

山田ら（2004）は，仰臥位での矢状面上の鉛直線と，上前腸骨棘と上後腸骨棘を結

んだ線とのなす角度をゴニオメーターで計測し，骨盤傾斜角度とした。下肢伸展自然

仰臥位で骨盤傾斜角が中間位のとき，前傾位と後傾位よりも，股関節外転力が高くな

ることを報告した。また西ら（2011）は，仰臥位で左右同じ高さの板を両側足底に当

てた肢位の中間位，利き足の足底に 1.5，3.0 cm の板を入れ骨盤挙上を促した挙上位，

非利き足の足底に 1.5，3.0 cm の板を入れ，利き足の骨盤下制を促した下制位とした。

このとき利き足の股関節外転力は，中間位で最も高くなることを報告した。つまり，
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股関節外転力は，骨盤アライメントの前傾・後傾，挙上・下制における中間位で最も

高くなると言うことである。 

一般的に，ダイナミックストレッチングでは，施行後，柔軟性が向上し，筋力が向

上する（岡山ら, 2015）。股関節マイクロ牽引は，腰下肢部柔軟性が有意に向上させる

ことから（中川ら, 2011 ; 中川ら, 2012 ; 中川ら, 2013），ダイナミックストレッチン

グと同様の結果が示された。しかし，ダイナミックストレッチングは，関節を動かし

筋を随意的に収縮させることで，筋の相反性抑制や筋温の上昇をもたらしているが（魚

住, 2005），股関節マイクロ牽引は関節運動を伴わないため，筋力向上の作用機序が異

なると考えられる。また，10 kgf 牽引後に筋力向上が認められなかったのは，強い力

による牽引では，股関節において引っ張られることに対抗する防御的活動が生じるた

めと考えられる。この防御的反応は，股関節周囲筋や靭帯，関節包の緊張をもたらす

ため，骨盤アライメントの改善に至らなかったと推察される。 

よって，股関節マイクロ牽引において股関節の整合性が高まった結果，股関節周囲

にある軟部組織のスティッフネスが軽減され，骨盤アライメントが中間位に改善する

ことが示唆された。この骨盤アライメントの改善が外転筋力を向上させたと考えられ

る。股関節外転筋によって生じる力は，歩行時の片側立脚相で生じ，前額面の安定性

を保持することに使われ，同時に股関節の関節間力のほとんどを占めていることから

（Neumann, 2010），本研究の股関節外転力の測定肢位は，静的な最大筋力あり，動

的な反応時間，または動作時の筋出力を調整する能力などを考慮しなければ，確定し

た結論は得られないが，股関節マイクロ牽引により，腰下肢部柔軟性が向上し，股関

節外転力が向上することから，歩行時の前額面の安定性向上により，歩行能力や歩容

が向上する可能性が推察される。 
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1kgf 牽引   10kgf 牽引 

   n=8 
 

左 右 
 

左 右 

股関節外転力（N） 
pre 131.2±30.0 124.8±19.6   120.3±19.8 125.7±19.8 

post 153.9±25.7 145.1±22.8   124.0±21.5 124.4±24.6 

表 8. 各条件における牽引前後の股関節外転力の平均値と標準偏差 
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写真 8. 股関節外転力の測定方法 
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 右股関節外転筋力 左股関節外転筋力 

図 13. 各牽引条件による牽引前後の左右股関節外転筋力 
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第９章  総括 

 

第 1 節 結論 

本研究の主要な目的は，股関節マイクロ牽引（1kgf 牽引）による腰下肢部柔軟性の

向上の客観性を検討し，その発生機序および腰痛と股関節筋力に及ぼす影響を明らか

にすることであった。 

研究課題１では，股関節マイクロ牽引が腰下肢部柔軟性（SLR 角度）に及ぼす影響

の客観性を明らかにするために，検者を 2 人にし，牽引条件と検者の順序効果を除く

実験デザインを用いて検討した。その結果，検者の違いに関わらず，1 kgf 牽引が SLR

角度を有意に向上させることが認められ，股関節マイクロ牽引による腰下肢部柔軟性

向上の客観性が確認された。 

研究課題 2 では，股関節マイクロ牽引が腰下肢部柔軟性を向上させる要因の軟部組

織の弾性に及ぼす影響を明らかにするために，股関節牽引法の牽引力の違い（1 kgf

牽引，10kgf 牽引）と大腿部の筋硬度の関連性を検討した。その結果，1 kgf 牽引が大

腿前面外側部（大腿筋膜張筋部と外側広筋部）の筋硬度の改善に効果的であったのに

対し，10 kgf 牽引では大腿後面内側部（半腱様筋部）の筋硬度が増加することが認め

られた。大腿部前面外側の大腿筋膜張筋が付着する腸脛靭帯は，腰下肢部柔軟性を制

限させる因子の大殿筋や大腿二頭筋と連結し，大転子の後面にも付着する。これらの

筋の弛緩は，腰下肢部柔軟性の向上をもたらすと考えられる。つまり腰下肢部柔軟性

の向上の要因には，大腿部前面外側の筋の弛緩作用が関係していることが確認された。 

研究課題 3 では，股関節マイクロ牽引による腰下肢部柔軟性の向上が脊髄運動

ニューロンの興奮性と関係するのかどうかを明らかにするために，股関節牽引法の牽

引力の違いがヒラメ筋 F 波に及ぼす影響を検討した。その結果，1 kgf 牽引，10 kgf

牽引の前後でヒラメ筋 F 波の振幅，潜時に有意な変化が認められなかった。したがっ

て，股関節マイクロ牽引は，脊髄運動ニューロンの興奮性を抑制するものではないこ
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とが明らかとなった。 

研究課題 4 では，股関節マイクロ牽引が非特異的腰痛保持者の股関節可動域と主観

的腰痛感に及ぼす影響ついて明らかにするために，若年腰痛者を対象に，SLR 角度，

主観的腰痛感，腰部圧痛閾値を検討した。その結果，1 kgf 牽引は，牽引側の SLR 角

度を有意に増加させ，腰痛感 VAS と体幹前屈時のつっぱり感 VAS を有意に減少させ

ることが認められた。牽引後の圧痛閾値は，仙腸関節で牽引側が上昇し，腸骨稜部で

両側（牽引側・非牽引側）が上昇することが認められた。つまり，1kgf 牽引を施行し

た腰痛側の腰下肢部柔軟性が向上し，主観的腰痛感と牽引側と非牽引側の腰部圧痛閾

値が改善した。したがって，1kgf 牽引は非特異的腰痛を保持している若年者の腰下肢

柔軟性を向上させ，主観的腰痛感の改善に効果的であることが確認された。 

研究課題 5 では，股関節マイクロ牽引による腰下肢柔軟性の向上が股関節外転力に

及ぼす影響を明らかにするために，1kgf，10kgf 牽引前後の股関節外転力を検討した。

その結果，1 kgf 牽引において股関節外転力が有意に向上した。しかし，10 kgf 牽引

では股関節外転力に変化がみられなかった。よって，股関節マイクロ牽引において股

関節の整合性が高まった結果，股関節周囲にある軟部組織のスティッフネスが軽減さ

れ，骨盤アライメントが中間位に改善することが示唆された。この骨盤アライメント

の改善が外転筋力を向上させたと考えられる。 

本研究の結果より，股関節マイクロ牽引の腰下肢部柔軟性の向上を客観的に示し，

大腿部外側筋（大腿筋膜張筋部，外側広筋部）の筋硬度の低下は，腰下肢部柔軟性の

制限因子を除去した結果であると考えられた。またこの作用機序は，脊髄α運動ニュー

ロンの興奮性を抑制することによるものではないことが明らかとなった。股関節のゆ

るみの肢位での低強度長軸牽引で股関節の整合性が高まることが，腰下肢部柔軟性向

上の要因の一つとして考えられた。股関節マイクロ牽引による腰下肢部柔軟性の向上

は，非特異的腰痛保持者の腰痛症状を改善させることが明らかとなった。腰痛保持者

の股関節可動域は制限されていることが多いことから，腰下肢部柔軟性の向上が腰痛
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症状を軽減させると考えられた。また股関節マイクロ牽引で股関節の整合性が高まっ

た結果，股関節周囲筋のスティッフネスが軽減され，骨盤アライメントが中間位に改

善し，外転筋力を向上させたと考えられた。 

 

第２節 研究成果の応用 

股関節マイクロ牽引（1 kgf 牽引）は，腰下肢部柔軟性を向上させることから，腰

下肢部柔軟性制限が原因で生じている股関節機能障害やその随伴症状に対して効果が

あると考えられる。また股関節周囲筋では特に大腿部外側筋の大腿筋膜張筋と外側広

筋に弛緩作用が認められたことから，大腿骨と骨盤を連結している筋群にも影響して

いると考えられる。このことは，骨盤アライメントの適正化にもつながり，筋疲労や

過緊張による筋肉のハリや違和感を改善させ，股関節と膝関節コンディショニングに

応用できることが推察される。 

股関節マイクロ牽引が臨床的に最も貢献できると考えられるのは，本研究で示され

た非特異的腰痛者への効果である。非特異的腰痛患者は多くその原因は不明であるこ

とから，適切な治療が施されていない患者が多い。股関節マイクロ牽引は，低牽引で

牽引時間も短く，痛みも伴わないため，腰痛患者にとって負担が少ない。このことか

ら非特異的腰痛の効果的な治療法として臨床で用いられることが期待される。 

また股関節マイクロ牽引による関節可動域制限因子の除去が，股関節外転力を向上

させることが示された。股関節外転力は，歩行動作における骨盤安定性と関連してい

ることから，日常生活の移動能力が改善する可能性があることが考えられる。 

股関節マイクロ牽引（1 kgf 牽引）の利点は，患者が牽引されていることをほとんど

感じておらず，患者のリラックス状態のまま牽引が施行でき，非常に負担が少なく，

安全に用いることが出来ることである。よってこれからの医療の中でのリハビリテー

ションや，治療への応用が期待できる。 
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第３節 今後の課題 

下肢の質量や長さが変わる場合，股関節にかかる関節トルクに差異が出ることから，

股関節マイクロ牽引の効果を定量的に評価するために，作用点における応力の推定な

どの力学的検討が必要である。本研究では，股関節マイクロ牽引がα運動ニューロン

の興奮性に影響を及ぼさなかったことが示された。しかし牽引中にα運動ニューロン

の興奮性について評価していない問題点があり，牽引中に検討することが必要である。      

股関節筋力の検討について，股関節外転力に及ぼす影響のみであったが，股関節屈

曲・伸展力や内旋・外旋筋力についても評価することが必要である。さらに，静的な

身体機能だけでは不十分であり，歩行動作などの動的な身体機能へ及ぼす影響の検討

も必要である。そして，腰痛患者の歩行能力に及ぼす影響の検討など，実際の有訴者

に対する身体機能に及ぼす影響の検証が求められる。また，本研究では腰痛症状の即

時効果のみを検討したが，縦断的に 1 週間後，2 週間後に評価を行うことが必要であ

る。また股関節マイクロ牽引の負担の少ない利点を活かすために，高齢者に対して検

討を行うことが求められる。これらの検討を行うことで医療の中でのリハビリテー

ションや，治療への応用がさらに期待できる。 
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